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５ 許可の申請手続 

（１）宮城県知事許可の申請手続 

申請から許可（認可）に至るまでの手続は，次のとおりです。 

申請書入手 → 申請予約 → 提出・受付 → 審 査 → 許可（認可） → 通知書交付 

申請書入手 

申請に必要な書類は，下記宮城県土木部事業管理課ホームページからダウンロードしてください。 

事業管理課ホームページ（http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/jigyokanri/） 

また，各管轄土木事務所にも備えてあります。 

申請予約（宮城県知事許可の申請のみ）

申請が集中することによる窓口の混雑を解消し，県民サービス向上を図るため，建設業許可申請等（事前相

談も含む）について予約による申請の御協力をお願いしております。 

イ 予約対象となる許可申請手続 

 1.新規(組織換を含む) 

2.許可換え新規 

3.般・特新規 

4.業種追加 

5.更新 ※有効期間満了の１か月前までに申請して下さい。満了の３か月前から申請可能です。 

6.上記を含む組み合わせ(業種追加＋更新など) 

7.建設業許可を受けた地位を承継する場合の認可申請 

8.上記に係る事前の御相談や予備審査(事前の書類チェック) 

ロ 予約方法・予約連絡先 

 ●管轄の土木事務所に電話又は直接窓口で予約してください。 

※Ｐ.24「所在地別管轄土木事務所一覧」参照 

 ●予約受付時間：午前9時～正午，午後1時～午後4時30分(土日祝日，閉庁時除く) 

●毎月1日～31日分は前月の最初の開庁日の午前9時から，申請日の前日（開庁日に限る）まで予約可

能です。 

●予約は先着順となり，御希望の日時の予約ができない場合もありますので，あらかじめ了承願います。 

●各土木事務所の空き状況については，直接該当土木事務所に問い合わせ願います。 

●混雑状況や審査状況によって，待ち時間が長くなる場合もあります。 

ハ 予約時の連絡事項 

 ●予約時に，予約1件ごとに以下の事項を伝えてください。 

①申請希望日時， 

②業者名(法人名又は個人名)及び業者の所在地（住所等） 

③代理人名（代理人申請の場合） 

④申請区分等（新規申請，更新申請，業種追加申請，認可申請，新規の事前相談等） 

⑤許可番号(新規以外の場合) 

⑥予約者の氏名及び連絡先（電話番号） 
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※当日，審査開始時間に来庁していない場合は，予約取消（キャンセル）として取り扱うことがありま

すので了承願います。 

なお，各種変更届，建設業許可証明書の申請については，予約は不要です。（月～金曜日(土日祝日， 

閉庁時除く) の各管轄土木事務所申請窓口の申請受付時間中に，提出してください）。 

提 出 

イ 提出場所 （許可申請書の提出は窓口のみの受付となります。決算変更届等，一部の変更届出書につい

ては，郵送による提出を受付けておりますので，詳しくは事業管理課ＨＰを御確認ください。）

●Ｐ.24「所在地別管轄土木事務所一覧」参照 

●申請受付時間は，予約の際にお時間をお伝えしますので，その時間に御来庁ください。 

ロ 提出部数 

    正本１通 Ｐ.26，27の一覧表に記載した順に綴ったもの 

    写し２通（正本のコピーで可）土木事務所へ提出分１通，本社控分１通 

     ※確認書類は正本及び本社控分の計２通に添付してください。 

受 付 

イ 申請内容が許可の基準を満たしているか，記入漏れはないか，内容を裏付ける資料が揃っているか等を

確認し，必要事項が備わっていると認められると受理されます。 

ロ 申請手数料は，一般建設業，特定建設業別に，それぞれ次の表により納入してください。 

 申請区分 申請手数料等 

宮城県

知事許

可 

○新規，許可換え新規，般・特新規 申請手数料９万円（宮城県収入証紙を正本に貼付） 

○業種追加又は更新 申請手数料５万円（宮城県収入証紙を正本に貼付） 

○その他上記の組合せにより，加算されます。窓口にお問い合わせ下さい。 

（注）登録免許税を除いて，納入された手数料については，許可申請の審査に対するものであるため，不許可

の場合でも還付されません。 

ハ 申請区分については，下表を参考にしてください。 

 申請区分 説明 

１ 新規 現在「有効な許可」をどこの許可行政庁からも受けていない場合 

２ 許可換え新規 ○他都道府県知事許可から宮城県知事許可へ 

○宮城県知事許可から国土交通大臣許可へ 

○国土交通大臣許可から宮城県知事許可へ 

３ 般・特新規 ○「一般建設業」のみの許可業者が「特定建設業」を申請する場合 

○「特定建設業」のみの許可業者が「一般建設業」を申請する場合 

 （同じ業種について，特定から一般にする場合は廃業届が必要です。） 

４ 業種追加 ○「一般建設業」を受けている者が「他の一般建設業」を申請する場合 

○「特定建設業」を受けている者が「他の特定建設業」を申請する場合 

５ 更新 「許可を受けている建設業」を引き続き行う場合 

６ 般・特新規＋業種追加 ３と４を同時に申請する場合 

７ 般・特新規＋更新 ３と５を同時に申請する場合（注１） 

８ 業種追加＋更新 ４と５を同時に申請する場合（注１） 
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９ 般・特新規＋業種追加＋

更新 

３と４と５を同時に更新する場合（注１） 

（注１）７・８・９の申請については，許可の有効期間が十分（２か月程度）残っているうちに窓口に御相談

の上，申請してください。

（注２）個人から法人への組織変更や企業合併等が予想される場合には，あらかじめ窓口にご相談ください。 

許可（認可）

イ 申請書受付後，審査を行い， 基準を満たすと許可（認可）になります。 

ロ 新規申請の許可については，申請書受付後おおむね35日の期間を要します。 

許可通知書の交付 

イ 「許可通知書」は申請した窓口で交付します。 

ロ 建設業許可通知書は，再交付しません。紛失等の際には，建設業許可証明書を受けてください。   

（Ｐ.118参照） 

許可申請の取下げ 

 許可申請をした者が，都合によりその申請の取下げをしようとする場合は，「許可申請の取下げ願」を提出し

てください。受付後に申請書類をお返ししますが，登録免許税（大臣許可）を除き申請手数料は還付されませ

ん。 

【所在地別管轄土木事務所一覧】 

所管区域 申請書等提出先 所在地 電話番号 

白石市，角田市，刈田郡，柴田郡，

伊具郡 

大河原土木事務所 

総務班 

〒989-1243 

柴田郡大河原町字南129-1 

（大河原合同庁舎３階） 

0224-53-3135 

仙台市，名取市，富谷市，岩沼市，

塩竃市，多賀城市，亘理郡，黒川郡，

宮城郡 

仙台土木事務所 

総務班 

〒983-0836 

仙台市宮城野区幸町4-1-2 

022-297-4113 

大崎市，栗原市，加美郡，遠田郡 北部土木事務所 

総務班 

〒989-6117 

大崎市古川旭4-1-1 

（大崎合同庁舎５階） 

0229-91-0731 

石巻市，東松島市，登米市，女川町 東部土木事務所 

総務班 

〒986-0850 

石巻市あゆみ野5-7 

（石巻合同庁舎５階）

0225-95-1151 

気仙沼市，本吉郡 気仙沼土木事務所 

総務班 

〒988-0181 

気仙沼市赤岩杉ノ沢47-6 

（気仙沼合同庁舎４階） 

0226-22-2622 
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≪宮城県収入証紙の販売について≫ 

県内に本店を置く銀行，信用金庫等 

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kaikei/sendai.html（会計課ホームページ）で購入してください。 

（２）国土交通大臣許可の申請手続 

宮城県内に主たる営業所があり国土交通大臣許可の申請を申請する方は，東北地方整備局で発行する「東

北地方整備局管内の建設業大臣許可業者における建設業許可の手引き」を確認の上，以下の受付窓口に申

請してください。（※申請書類の内容に関する質問は，東北地方整備局までお願いいたします。）

※本手引きは主に宮城県知事許可業者を対象としていますので，国土交通大臣許可を申請する際の提出書

類と異なる場合があります。特に確認資料については直接下記までお問い合わせください。 

≪管轄行政庁・申請窓口≫（郵送可）

国土交通省東北地方整備局 建政部建設産業課建設業係 

   〒980－8602 仙台市青葉区本町３丁目３－１ 仙台第１地方合同庁舎（Ｂ棟）１４階   

電話：  022-225-2171（代表）（内線6145） 

※新型コロナウイルス感染症対策のため，書類の提出方法が変更になる場合があります。最新の情報

を下記ＨＰ等で御確認ください。 

    ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ：  http://www.thr.mlit.go.jp/ 
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≪宮城県収入証紙の販売について≫ 

県内に本店を置く銀行，信用金庫等 

http://www.pref.miyagi.jp/soshiki/kaikei/sendai.html（会計課ホームページ）で購入してください。 

（２）国土交通大臣許可の申請手続 

宮城県内に主たる営業所があり国土交通大臣許可の申請を申請する方は，東北地方整備局で発行する「東

北地方整備局管内の建設業大臣許可業者における建設業許可の手引き」を確認の上，以下の受付窓口に申

請してください。（※申請書類の内容に関する質問は，東北地方整備局までお願いいたします。）

※本手引きは主に宮城県知事許可業者を対象としていますので，国土交通大臣許可を申請する際の提出書

類と異なる場合があります。特に確認資料については直接下記までお問い合わせください。 

≪管轄行政庁・申請窓口≫（郵送可）

国土交通省東北地方整備局 建政部建設産業課建設業係 

   〒980－8602 仙台市青葉区本町３丁目３－１ 仙台第１地方合同庁舎（Ｂ棟）１４階   

電話：  022-225-2171（代表）（内線6145） 

※新型コロナウイルス感染症対策のため，書類の提出方法が変更になる場合があります。最新の情報

を下記ＨＰ等で御確認ください。 

    ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ：  http://www.thr.mlit.go.jp/ 

 ●提出部数 

  正本１通（押印したもの）綴り方は東北地方整備局作成の手引きを御参照ください。 

  副本１通（正本のコピーで可）会社控え分となります。 

 ●申請手数料は下表のとおりです。 

 申請区分 申請手数料等 

国土交

通大臣

許 可 

○新規，許可換え新規，般・特新規 登録免許税１５万円（仙台北税務署宛に銀行，郵便局等

を通じて納入し，納付書を正本に貼付） 

○業種追加又は更新 申請手数料５万円（収入印紙を正本に貼付） 

○その他上記の組合せにより，加算されます。窓口にお問い合わせ下さい。 

※なお，大臣許可の新規申請を取り下げる場合は，「許可申請の取下げ願」及び「登録免許税の還付願」を併せ

て提出してください。 
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（新） （旧）



（１）　建設業許可申請書〔表紙〕

年 月 日 般特

○

許可年月日 ※ 年 月 日

宮城県知事許可 ※ 第 号 ○

・該当する数字を○で囲む

○

9 8 0 － 8 5 7 0

○

　　宮城県仙台市青葉区本町３－８－１

商  号 又
は 名 称

代 表 者
代表取締役　仙台太郎

職 氏 名

担当者・申請代理人

※印の部分は記入不要

電話　　　　　　　（　　　　）

消 防 施 設 工 事 業

清 掃 施 設 工 事 業

株式会社仙台建設

申請する業種の該当する欄に○印を記入

解 体 工 事 業

水 道 施 設 工 事 業

塗 装 工 事 業

防 水 工 事 業

審査担当者

内 装 仕 上 工 事 業

機械器具設置工事業

熱 絶 縁 工 事 業

電 気 通 信 工 事 業

造 園 工 事 業

主 た る さ く 井 工 事 業

営 業 所 電話　０２２－２１１－３１１６ 建 具 工 事 業

タイル・れんが・ブロック工事業

板 金 工 事 業

ガ ラ ス 工 事 業

７ 般 ・ 特 新 規 ＋ 更 新

鋼 構 造 物 工 事 業

８ 業 種 追 加 ＋ 更 新

鉄 筋 工 事 業

９ 般・特新規＋業種追加＋更新

舗 装 工 事 業

（特記事項）

し ゅ ん せ つ 工 事 業

屋 根 工 事 業５ 更 新

管 工 事 業

４ 業 種 追 加

電 気 工 事 業６ 般 ・ 特 新 規 ＋ 業 種 追 加

２ 許 可 換 え 新 規

石 工 事 業

般 ・ 特 新 規３

新 規 大 工 工 事 業

左 官 工 事 業

と び ・ 土 工 工 事 業

１

申 請 書 類 記 載 例

建　設　業　許　可　申　請　書

令和 ○○ ○○ ○○ 申請 申　請　業　種

土 木 工 事 業

申　請　区　分 令和 建 築 工 事 業

事実上の所在地と登記上の所在地が
異なる場合は２段書きにする。
（例） （登記上） ○○市……

（事実上） ○○市……

法人の場合は代表者、
個人の場合はその本人

記入しない。

申請する業種に
○をつける。

該当する申請区
分に○をつける。

※代理申請について
申請書の作成に行政書士が係っている場合，担当者・申請代理人欄に記名してください。
なお，代理申請の詳細については，P119-121を御確認下さい。
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（１）　建設業許可申請書〔表紙〕

年 月 日 般特

○

許可年月日 ※ 年 月 日

宮城県知事許可 ※ 第 号 ○

・該当する数字を○で囲む

○

9 8 0 － 8 5 7 0

○

　　宮城県仙台市青葉区本町３－８－１

１

申 請 書 類 記 載 例

建　設　業　許　可　申　請　書

令和 ○○ ○○ ○○ 申請 申　請　業　種

土 木 工 事 業

申　請　区　分 令和 建 築 工 事 業

新 規 大 工 工 事 業

左 官 工 事 業

と び ・ 土 工 工 事 業

２ 許 可 換 え 新 規

石 工 事 業

般 ・ 特 新 規３

屋 根 工 事 業５ 更 新

管 工 事 業

４ 業 種 追 加

電 気 工 事 業６ 般 ・ 特 新 規 ＋ 業 種 追 加

タイル・れんが・ブロック工事業

板 金 工 事 業

ガ ラ ス 工 事 業

７ 般 ・ 特 新 規 ＋ 更 新

鋼 構 造 物 工 事 業

８ 業 種 追 加 ＋ 更 新

鉄 筋 工 事 業

９ 般・特新規＋業種追加＋更新

舗 装 工 事 業

（特記事項）

し ゅ ん せ つ 工 事 業

水 道 施 設 工 事 業

塗 装 工 事 業

防 水 工 事 業

審査担当者

内 装 仕 上 工 事 業

機械器具設置工事業

熱 絶 縁 工 事 業

電 気 通 信 工 事 業

造 園 工 事 業

主 た る さ く 井 工 事 業

営 業 所 電話　０２２－２１１－３１１６ 建 具 工 事 業

電話　　　　　　　（　　　　）

消 防 施 設 工 事 業

清 掃 施 設 工 事 業

商 号
株式会社仙台建設又 は 名

称

申請する業種の該当する欄に○印を記入

代 表 者
代表取締役　仙台太郎

職 氏 名

担当者・申請代理人

※印の部分は記入不要

解 体 工 事 業

事実上の所在地と登記上の所在地が
異なる場合は２段書きにする。
（例） （登記上） ○○市……

（事実上） ○○市……

法人の場合は代表者、
個人の場合はその本人

記入しない。

申請する業種に
○をつける。

該当する申請区
分に○をつける。

※代理申請について
申請書の作成に行政書士が係っている場合，担当者・申請代理人欄に記名してください。
なお，代理人の記名及び押印が必要な書類については，P119-121を御確認下さい。

-29-

（新） （旧）



（２）　建設業許可申請書〔様式第一号〕
　　　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

行政庁側記入欄

１．す　る

般・特新規＋業種追加 般・特新規＋業種追加＋更新 ２．しない

解

資本金額又は出資総額

１．有
２．無

旧許可年月日

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。

連絡先

ファックス番号　０２２－２１１－３２９２

所属等　　　　　総 務 部 氏名　　　　石 崎 花 子 電話番号　　（０２２）２１１－３１１６

月 日
知事 特

号 令和 年

15

旧 許 可 番 号 １ ６
国土交通大臣

許可（
般

－ ）第

大臣コード
知事

3 5 10

販 売 業

許可換えの区分 １ ５ （１．大臣許可→知事許可　　２．知事許可→大臣許可　　３．知事許可→他の知事許可）

11 13

（千円）

3 建設業以外に行つている営業の種類
兼 業 の 有 無 １ ４ 1 （ ）

3

１ ３ 1法人又は個人の別
1.法人
2.個人

（ ） 3 5 0 0 0

4 5 10

フ ァ ッ ク ス 番 号 ０２２－２１１－３２９２

1 1 － 3電 話 番 号 0 2 2 － 20 － 8 5 1 0郵 便 番 号 １ ２ 9 8 61 1

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

3 － 8 － 1主たる営業所の
所 在 地

１ １ 本 町

宮城県 市区町村名 仙台市青葉区

3 5 10 15 20

0 4 1 0 1 都道府県名
主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

１ ０

太 郎
3 5 10 支配人の氏名

代 表 者 又 は
０ ９ 仙 台個 人 の 氏 名

ダ イ タ ロ ウ代表者又は個人
の氏名のフリガナ

０ ８ セ ン

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

） 仙 台 建 設商 号 又 は 名 称 ０ ７ （ 株

3 5 10 15 20

ン セ ツ

20

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ６ セ ン ダ イ ケ

3 5 10 15

23 25 30 35 40

1

25 30

０ ５ 2 2 2

と す る 建 設 業
（

１．一般
２．特定

）
申請時において
既に許可を受けて
い る 建 設 業

3 5 10 15 20

122

消 清
許可を受けよう

０ ４ 2

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ

日

土 建 大 左 と 石 屋 電

年 月申 請 年 月 日 ０ ３ 令和

３．般 ・ 特 新 規 ６．

国土交通大臣

3 5 7

８．業 種 追 加 ＋ 更 新 許可の有効
2

許可（
般

－

（ ）

4

申 請 の 区 分 ０ ２ ２．許可 換え 新規 ５．更 新

９． 期間の調整

3 １．新 規 ４．業 種 追 加 ７．般 ・ 特 新 規 ＋ 更 新

日
知事 特

月年号 令和）第

様式第一号（第二条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ １

知事コード

北海道開発局長 株式会社 仙 台 建 設
宮城県　知事 殿 申請者 代表取締役 仙 台 太 郎

許可年月日

（注１）

建　設　業　許　可　申　請　書

この申請書により、建設業の許可を申請します。
この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

令和　○　　年　○　　月　○　　日

地方整備局長 　　　　　　宮城県仙台市青葉区本町３－８－１

項 番 3 5 10 11 13 15

許 可 番 号 ０ １

13 15

法人番号

1 2 3 4 5 6

枠内は記入
しないこと。

新規・許可換え

の場合は上段

のみ

記入する。

濁点，半濁点は，
１文字とすること。
（例）：

市区町村コード
表（Ｐ.32）の番号
を記入する。

右詰めで記入す
る。

許可換え申請の
場合のみ記入
する。

個人の場合は記入
しない。

この部分のフリ
ガナはいらな
い。

ダ

事実上の所在地と登記上の所在
地が異なる場合は２段書きにする。
（例） （登記上） ○○市……

（事実上） ○○市……

法人の場合は代表者，
個人の場合はその本人

更新時に２つ以上ある許
可日を１つにまとめるとき
は「１」，それ以外は「２」を
記入する。

該当する業種のカラムに
一般の場合は「１」，特定
の場合は「２」を記入する。

個人で支配人登記してい
る場合のみ記入する。

姓と名の間は１カラムあけ
ること。

原則として本店所在地を記入
する。登記上と事実上の所在
地が異なる場合は，事実上の
所在地を記入する。
なお，記入の際は，市区町村
に続くところから記入する。
（例）
○○市○○字○○－○

ハイフン
“－”で継

建設業以外に営業してい
る業務があれば記入する。

複数の許可を受けている
場合は，最も古いものを
記入する。

必ず会社等の担当者
の名前を記載する。

カラム欄に記入する字体について
○ 法人の場合は，商号，代表者名は登記事項証明書（履歴事項全部証明書に限る）による。
○ 個人の場合は，住民票による。

下記の「注 １」を参照のこと。

主たる営業所の所在する都
道府県名及び市区町村名
を記載する。

パ

行政書士が作
成を代理している
場合，申請者欄
に２段書きで記名
する。

※この場合，行政
書士法施行規則
第９条の規定によ
り，行政書士の職
印が必要です。

※法第十七条の二，三に規定される譲
渡・合併・分割・相続を伴う認可申請書類
については，本手引き記載例の様式とは
異なりますので，御注意ください。
様式は，事業管理課ＨＰに掲載しており
ます。
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（２）　建設業許可申請書〔様式第一号〕
　　　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

行政庁側記入欄

１．す　る

般・特新規＋業種追加 般・特新規＋業種追加＋更新 ２．しない

解

資本金額又は出資総額

１．有
２．無

旧許可年月日

役員等、営業所及び営業所に置く専任の技術者については別紙による。

連絡先

ファックス番号　０２２－２１１－３２９２

所属等　　　　　総 務 部 氏名　　　　石 崎 花 子 電話番号　　（０２２）２１１－３１１６

月 日
知事 特

号 令和 年

15

旧 許 可 番 号 １ ６
国土交通大臣

許可（
般

－ ）第

大臣コード
知事

3 5 10

販 売 業

許可換えの区分 １ ５ （１．大臣許可→知事許可　　２．知事許可→大臣許可　　３．知事許可→他の知事許可）

11 13

（千円）

3 建設業以外に行つている営業の種類
兼 業 の 有 無 １ ４ 1 （ ）

3

１ ３ 1法人又は個人の別
1.法人
2.個人

（ ） 3 5 0 0 0

4 5 10

フ ァ ッ ク ス 番 号 ０２２－２１１－３２９２

1 1 － 3電 話 番 号 0 2 2 － 20 － 8 5 1 0郵 便 番 号 １ ２ 9 8 61 1

3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

3 － 8 － 1主たる営業所の
所 在 地

１ １ 本 町

宮城県 市区町村名 仙台市青葉区

3 5 10 15 20

0 4 1 0 1 都道府県名
主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

１ ０

太 郎
3 5 10 支配人の氏名

代 表 者 又 は
０ ９ 仙 台個 人 の 氏 名

ダ イ タ ロ ウ代表者又は個人
の氏名のフリガナ

０ ８ セ ン

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

） 仙 台 建 設商 号 又 は 名 称 ０ ７ （ 株

3 5 10 15 20

ン セ ツ

20

商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

０ ６ セ ン ダ イ ケ

3 5 10 15

23 25 30 35 40

1

25 30

０ ５ 2 2 2

と す る 建 設 業
（

１．一般
２．特定

）
申請時において
既に許可を受けて
い る 建 設 業

3 5 10 15 20

122

消 清
許可を受けよう

０ ４ 2

絶 通 園 井 具 水板 ガ 塗 防 内 機管 タ 鋼 筋 舗しゆ

日

土 建 大 左 と 石 屋 電

年 月申 請 年 月 日 ０ ３ 令和

３．般 ・ 特 新 規 ６．

国土交通大臣

3 5 7

８．業 種 追 加 ＋ 更 新 許可の有効
2

許可（
般

－

（ ）

4

申 請 の 区 分 ０ ２ ２．許可 換え 新規 ５．更 新

９． 期間の調整

3 １．新 規 ４．業 種 追 加 ７．般 ・ 特 新 規 ＋ 更 新

日
知事 特

月年号 令和）第

様式第一号（第二条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ １

知事コード

北海道開発局長 株式会社 仙 台 建 設
宮城県　知事 殿 申請者 代表取締役 仙 台 太 郎 印

許可年月日

（注１）

建　設　業　許　可　申　請　書

この申請書により、建設業の許可を申請します。
この申請書及び添付書類の記載事項は、事実に相違ありません。

令和　○　　年　○　　月　○　　日

地方整備局長 　　　　　　宮城県仙台市青葉区本町３－８－１

項 番 3 5 10 11 13 15

許 可 番 号 ０ １

13 15

法人番号

1 2 3 4 5 6

枠内は記入
しないこと。

新規・許可換え

の場合は上段

のみ

記入する。

濁点，半濁点は，
１文字とすること。
（例）：

市区町村コード
表（Ｐ.32）の番号
を記入する。

右詰めで記入す
る。

許可換え申請の
場合のみ記入
する。

個人の場合は記入
しない。

この部分のフリ
ガナはいらな
い。

ダ

事実上の所在地と登記上の所在
地が異なる場合は２段書きにする。
（例） （登記上） ○○市……

（事実上） ○○市……

法人の場合は代表者，
個人の場合はその本人

更新時に２つ以上ある許
可日を１つにまとめるとき
は「１」，それ以外は「２」を
記入する。

該当する業種のカラムに
一般の場合は「１」，特定
の場合は「２」を記入する。

個人で支配人登記してい
る場合のみ記入する。

姓と名の間は１カラムあけ
ること。

原則として本店所在地を記入
する。登記上と事実上の所在
地が異なる場合は，事実上の
所在地を記入する。
なお，記入の際は，市区町村
に続くところから記入する。
（例）
○○市○○字○○－○

ハイフン
“－”で継

建設業以外に営業してい
る業務があれば記入する。

複数の許可を受けている
場合は，最も古いものを
記入する。

必ず会社等の担当者
の名前を記載する。

カラム欄に記入する字体について
○ 法人の場合は，商号，代表者名は登記事項証明書（履歴事項全部証明書に限る）による。
○ 個人の場合は，住民票による。

下記の「注 １」を参照のこと。

主たる営業所の所在する都
道府県名及び市区町村名
を記載する。

パ

行政書士が作
成を代理してい
る場合，申請者
欄に２段書きで
記名・押印する。

※法第十七条の二，三に規定される譲
渡・合併・分割・相続を伴う認可申請書類
については，本手引き記載例の様式とは
異なりますので，御注意ください。
様式は，事業管理課ＨＰに掲載しており
ます。
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（１０）　誓約書〔様式第六号〕

　　　　　　（当該用紙下段の記載要領を必ずご覧ください。）

様式第六号（第二条関係）

宮　城　県 知事 殿

記載要領

については、不要のものを消すこと。

（用紙Ａ４）

誓　　　　約　　　　書

令和　○　年　○　月　○　日

宮城県仙台市青葉区本町３－８－１

株式会社　仙　台　建　設　　

代表取締役　仙　台　太　郎　

地方整備局長

北海道開発局長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　の役員等及び建設業法施行令第３条に規定す

る使用人並びに法定代理人及び法定代理人の役員等は、同法第８条各号（同法第17条
において準用される場合を含む。）に規定されている欠格要件に該当しないことを誓
約します。

本文は消さない

不要のものを消す

申 請 者

譲 受 人

合併相続法人 、

分割承継法人

申 請 者

譲 受 人

合併相続法人

分割承継法人

申 請 者

譲 受 人

合併相続法人 、

分割承継法人

「 申 請 者

譲 受 人

合併相続法人 、

分割承継法人 」

「 地方整備局長

北海道開発局長

知事 」

申 請 者

譲 受 人

合併相続法人

分割承継法人

◎記載前に必ず確認！！
取締役，顧問，相談役，株主，支配人，支店長，個人事業主等が，法第８条の欠格要件に該当していないか，必ず確認すること。

許可後に欠格要件に該当していることが判明した場合は，不正の手段により許可を受けた場合に該当し，建設業許可が取り消さ

れ，その後５年間許可を受けることができなくなる可能性があります。

【法第８条の欠格要件の主な例】 ※必ず法律で詳細を確認すること

○禁錮以上の刑に処せられた者（又は刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者）

※執行猶予が付された場合も該当

○刑法等の罪を犯したことにより罰金刑に処せられた者（又は刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者）

○暴力団員（又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者）
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（１０）　誓約書〔様式第六号〕

　　　　　　（当該用紙下段の記載要領を必ずご覧ください。）

様式第六号（第二条関係）

宮　城　県 知事 殿

記載要領

については、不要のものを消すこと。

（用紙Ａ４）

誓　　　　約　　　　書

令和　○　年　○　月　○　日

宮城県仙台市青葉区本町３－８－１

株式会社　仙　台　建　設　　

代表取締役　仙　台　太　郎　印

地方整備局長

北海道開発局長

　　　　　　　　　　　　　　　　　　の役員等及び建設業法施行令第３条に規定す

る使用人並びに法定代理人及び法定代理人の役員等は、同法第８条各号（同法第17条
において準用される場合を含む。）に規定されている欠格要件に該当しないことを誓
約します。

本文は消さない

不要のものを消す

申 請 者

譲 受 人

合併相続法人 、

分割承継法人

申 請 者

譲 受 人

合併相続法人

分割承継法人

申 請 者

譲 受 人

合併相続法人 、

分割承継法人

「 申 請 者

譲 受 人

合併相続法人 、

分割承継法人 」

「 地方整備局長

北海道開発局長

知事 」

申 請 者

譲 受 人

合併相続法人

分割承継法人
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（１２）常勤役員等の略歴書〔様式第七号別紙〕
　　　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

記載要領

※　「賞罰」の欄は，行政処分等についても記載すること。

現 住 所 　　宮城県多賀城市鶴ヶ谷１－４－１

氏 名 　　仙　台　　太　郎 生 年 月 日 Ｓ　３０ 　年　　　５　月　　２２　日生

別紙
（用紙Ａ４）

常勤役員等の略歴書

職　　　　　　　　  名 　　代　表　取　締　役

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

自　Ｓ４８ 年　 ４月　 １日
（株）仙台建設入社　　 本店営業部勤務

自　Ｓ６０ 年　 ３月  ３１日

自　Ｓ６０ 年　 ４月　 １日
取締役　大河原支店長

自　Ｈ２ 年　 ３月  ３１日

職 自　Ｈ２　  年　 ４月　　１日
　　　　　　　　　　　 取締役　大崎支店長

至　Ｈ７ 年　 ３月 ３１日

自　Ｈ７　  年　 ４月　  １日
取締役　石巻支店長

至　Ｈ１０　年　 ３月  ３１日

自　Ｈ１０　年　 ４月　  １日
常務取締役　総務部長

至　Ｈ１３　年　　３月 ３１日

自　Ｈ１３ 年　４月　  １日
専務取締役　統括本部長

自　Ｈ１５ 年　３月　３１日

自　Ｈ１５ 年　４月　　１日
　　　　　　　　　　   代表取締役　　現在に至る

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

歴 至　　　　　年　　　月　　　日

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

　　な　　し
賞

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

罰

氏　名　 仙　台　　太　郎

　上記の通り相違ありません。

　 令和　　○　年　　○　月　　○　日

建設業の経営経験が明らかになるように記載

する。

現在に至るまでの職

歴を記入する。

※様式第七号で示し

た経営業務の管理責

任者等としての期間に

ついては，特に具体

的に示すこと。

施行規則第７条１号イに規定する常勤役員等について記載すること。

◎記載前に必ず確認！！
取締役，顧問，相談役，株主，支配人，支店長，個人事業主等が，法第８条の欠格要件に該当していないか，必ず確認すること。

許可後に欠格要件に該当していることが判明した場合は，不正の手段により許可を受けた場合に該当し，建設業許可が取り消され，

その後５年間許可を受けることができなくなる可能性があります。

【法第８条の欠格要件の主な例】 ※必ず法律で詳細を確認すること

○禁錮以上の刑に処せられた者（又は刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者）

※執行猶予が付された場合も該当

○刑法等の罪を犯したことにより罰金刑に処せられた者（又は刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者）

○暴力団員（又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者）
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（１２）常勤役員等の略歴書〔様式第七号別紙〕
　　　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

記載要領

※　「賞罰」の欄は，行政処分等についても記載すること。

氏　名　 仙　台　　太　郎 印

　上記の通り相違ありません。

　 令和　　○　年　　○　月　　○　日

罰

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

　　な　　し
賞

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

歴 至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　Ｈ１３ 年　４月　  １日
専務取締役　統括本部長

自　Ｈ１５ 年　３月　３１日

自　Ｈ１５ 年　４月　　１日
　　　　　　　　　　   代表取締役　　現在に至る

至　　　　　年　　　月　　　日

自　Ｈ７　  年　 ４月　  １日
取締役　石巻支店長

至　Ｈ１０　年　 ３月  ３１日

自　Ｈ１０　年　 ４月　  １日
常務取締役　総務部長

至　Ｈ１３　年　　３月 ３１日

自　Ｓ６０ 年　 ４月　 １日
取締役　大河原支店長

自　Ｈ２ 年　 ３月  ３１日

職 自　Ｈ２　  年　 ４月　　１日
　　　　　　　　　　　 取締役　大崎支店長

至　Ｈ７ 年　 ３月 ３１日

職　　　　　　　　  名 　　代　表　取　締　役

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

自　Ｓ４８ 年　 ４月　 １日
（株）仙台建設入社　　 本店営業部勤務

自　Ｓ６０ 年　 ３月  ３１日

現 住 所 　　宮城県多賀城市鶴ヶ谷１－４－１

氏 名 　　仙　台　　太　郎 生 年 月 日 Ｓ　３０ 　年　　　５　月　　２２　日生

別紙
（用紙Ａ４）

常勤役員等の略歴書

建設業の経営経験が明らかになるように記載

する。

「賞罰の内容」の欄に具体的な記載が無いまま，

後に行政処分等の事実が確認され，法第８条に

該当する場合，「虚偽申請」となり，建設業許可を

取消す場合があります。

現在に至るまでの職

歴を記入する。

※様式第七号で示し

た経営業務の管理責

任者等としての期間に

ついては，特に具体

的に示すこと。

施行規則第７条１号イに規定する常勤役員等について記載すること。
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（１３）　常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書〔様式第七号の二〕
　　　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

（１）　下記の者は、次のとおり第７条１号ロ　　　　　に掲げる経験を有することを証明します。

取締役

平成　3０年　４　月から　令和　２年　　３月まで　満　２　年　　月

役 員

（例）

土木工事業 平成１６年６月２５日 許可

　　　　　　　宮城県仙台市本町３－８－１
株式会社 仙 台 建 設

（２）　下記の者は、許可申請者 で建設業法第７条第１号ロ に該当する者であることに相違ありません。

殿

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

元号〔令和R、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考
　　常勤役員等の略歴については、別紙による。

　　　　　　　　　（注１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２）

日年生 年 月 日

18

氏 名 ２ １

3 5 10 13 14 16

月

2 日

住 所 　　宮城県多賀城市鶴ヶ谷１－４－１

Ｓ 3 1 年 0 5生 年 月 日

18

氏 名 ２ ０ 仙 台 一 郎

3 5 10 13 14 16

月 2

記

3

氏名のフリガナ １ ９ セ ン

0 8 月 2 5 日5 号 令和 0 1 年第 0 1 2許 可 番 号 １ ８ 0 4

3 5 10

3 4
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
宮城県知事 特

11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

大臣コード
知事

宮 城 県　知事 届出者 代表取締役 仙 台 太 郎

項 番 3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１ ７ 3

令和　○　年　○　月　○　日

地方整備局長 宮城県仙台市本町３－８－１
北海道開発局長 申請者 株式会社　仙　台　建　設

令和　○　年　○　月　○　日

証明者 代表取締役 仙 台 太 郎 印

の常勤の役員
本 人
の 支 配 人

常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

備 考
宮城県知事（般－１６）第１２３４５号

様式第七号（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ２

（第一面）

被証明者１人につき，
証明者別に作成する。

証明者が同一である場合で，被証明者
の経験期間が休職又は出向等によって
中断している場合は，当該経験期間を
２段書きにして１枚の証明書で証明
することができる。

正当な理由によりこの方法による
ことが出来ない場合は「備考」の欄に
理由を記入して，当該事実を証明
できる他の者（当時の取締役，本人
が証明）の証明を得ること。

代表取締役，取締役
事業主，支配人等の
役職名を記載する。

１１

証明者が申請者以外の
建設業者である場合は，
許可番号，許可年月日，
許可業種を記載する。

役員等としての経験を有した期間を
記載する（注１）。
証明者が証明できる期間。

証明者は，証明し
ようとする期間被
証明者が在職して
いた法人の代表者
又は個人の事業主
とする（注２）。
なお，既に提出し
た証明書の記載
内容と同一の内容
を証明しようとする
ときは，証明者の
印を省略すること
ができる。

右詰めで記入し左余白
は必ず“０”で埋める。

複数の許可を受けて
いる場合は，最も古い
ものを記入する。

１ 新規申請の場合
２ 現在証明されている常勤役員等を変更する場合
３ 更新，業種追加，般特新規を申請する場合
（変更を伴わない場合）

①申請人が法人の場合
②申請人が個人の場合
③申請人が個人で支配人を
置いている場合

①
②
③

区分が変更の場合
は，変更年月日を
記載する。

大臣…………００
宮城県知事…０４

姓の最初から２
文字を記入

身元（身分）証明書の
字で記入。

0 4

許可申請書に添
付する場合は下
段を，それ以外の
場合は上段を消
す。

（１）

（２）

（１）

（２）

証明者は，証明し
ようとする期間被
証明者が在職して
いた法人の代表者
又は個人の事業主
とする（注２）。
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（１３）　常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書〔様式第七号の二〕
　　　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

（１）　下記の者は、次のとおり第７条１号ロ　　　　　に掲げる経験を有することを証明します。

取締役

平成　3０年　４　月から　令和　２年　　３月まで　満　２　年　　月

役 員

（例）

土木工事業 平成１６年６月２５日 許可

　　　　　　　宮城県仙台市本町３－８－１
株式会社 仙 台 建 設

（２）　下記の者は、許可申請者 で建設業法第７条第１号ロ に該当する者であることに相違ありません。

殿

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等の更新等】

元号〔令和R、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考
　　常勤役員等の略歴については、別紙による。

　　　　　　　　　（注１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２）

常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

備 考
宮城県知事（般－１６）第１２３４５号

様式第七号（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ２

（第一面）

令和　○　年　○　月　○　日

地方整備局長 宮城県仙台市本町３－８－１
北海道開発局長 申請者 株式会社　仙　台　建　設

令和　○　年　○　月　○　日

証明者 代表取締役 仙 台 太 郎 印

の常勤の役員
本 人
の 支 配 人

宮 城 県　知事 届出者 代表取締役 仙 台 太 郎　　　印

項 番 3

申 請 又 は 届
出 の 区 分

１ ７ 3

11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等の更新等）

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

大臣コード
知事

許 可 番 号 １ ８ 0 4

3 5 10

3 4
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
宮城県知事 特

記

3

氏名のフリガナ １ ９ セ ン

0 8 月 2 5 日5 号 令和 0 1 年第 0 1 2

18

氏 名 ２ ０ 仙 台 一 郎

3 5 10 13 14 16

月 2 2 日

住 所 　　宮城県多賀城市鶴ヶ谷１－４－１

Ｓ 3 1 年 0 5生 年 月 日

18

氏 名 ２ １

3 5 10 13 14 16

月 日年生 年 月 日

被証明者１人につき，
証明者別に作成する。

証明者が同一である場合で，被証明者
の経験期間が休職又は出向等によって
中断している場合は，当該経験期間を
２段書きにして１枚の証明書で証明
することができる。

正当な理由によりこの方法による
ことが出来ない場合は「備考」の欄に
理由を記入して，当該事実を証明
できる他の者（当時の取締役，本人
が証明）の証明を得ること。

代表取締役，取締役
事業主，支配人等の
役職名を記載する。

１１

証明者が申請者以外の
建設業者である場合は，
許可番号，許可年月日，
許可業種を記載する。

役員等としての経験を有した期間を
記載する（注１）。
証明者が証明できる期間。

証明者は，証明し
ようとする期間被
証明者が在職して
いた法人の代表者
又は個人の事業主
とする（注２）。
なお，既に提出し
た証明書の記載
内容と同一の内容
を証明しようとする
ときは，証明者の
印を省略すること
ができる。

右詰めで記入し左余白
は必ず“０”で埋める。

複数の許可を受けて
いる場合は，最も古い
ものを記入する。

１ 新規申請の場合
２ 現在証明されている常勤役員等を変更する場合
３ 更新，業種追加，般特新規を申請する場合
（変更を伴わない場合）

①申請人が法人の場合
②申請人が個人の場合
③申請人が個人で支配人を
置いている場合

①
②
③

区分が変更の場合
は，変更年月日を
記載する。

大臣…………００
宮城県知事…０４

姓の最初から２
文字を記入

身元（身分）証明書の
字で記入。

0 4

許可申請書に添
付する場合は下
段を，それ以外の
場合は上段を消
す。

（１）

（２）

（１）

（２）
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（新） （旧）



（１３）　常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書〔様式第七号の二〕
　　　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

（３）　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の財務管理の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものであることに相違ありません。

殿

財務部長

平成　２７年　４　月から　令和　２年　　３月まで　満　５　年　　月

社 員

（例）

土木工事業 平成１６年６月２５日 許可

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

元号〔令和R、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

　　　　　　　　　（注１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２）

令和　○　年　○　月　○　日

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

備 考
宮城県知事（般－１６）第１２３４５号

様式第七号の二（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ２

（第二面）

地方整備局長 宮城県仙台市本町３－８－１
北海道開発局長 申請者 株式会社　仙　台　建　設

宮 城 県　知事 届出者 代表取締役 仙 台 太 郎

11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

大臣コード
知事

申 請 又 は 届
出 の 区 分

２ ２ 1

許 可 番 号 ２ ３ 0 4

3 5 10

3 4
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
宮城県知事 特

記

3

氏名のフリガナ ２ ４ セ ン

0 8 月 2 5 日5 号 令和 0 1 年第 0 1 2

18

氏 名 ２ ５ 仙 台 二 郎

3 5 10 13 14 16

月 2 2 日

住 所 　　宮城県多賀城市鶴ヶ谷１－４－１

Ｓ 3 2 年 0 5生 年 月 日

18

氏 名 ２ ６

3 5 10 13 14 16

月 日年生 年 月 日

被証明者１人につき，
証明者別に作成する。

証明者が同一である場合で，被証明者
の経験期間が休職又は出向等によって
中断している場合は，当該経験期間を
２段書きにして１枚の証明書で証明
することができる。

正当な理由によりこの方法による
ことが出来ない場合は「備考」の欄に
理由を記入して，当該事実を証明
できる他の者（当時の取締役，本人
が証明）の証明を得ること。

１１

建設業の財務管理の業務経験
を有した期間を記載する（注１）。
証明者が証明できる期間。

右詰めで記入し左余白
は必ず“０”で埋める。

複数の許可を受けて
いる場合は，最も古い
ものを記入する。

１ 新規申請の場合
２ 現在証明されている常勤役員等を直接に
補佐する者を変更する場合

３ 更新，業種追加，般特新規を申請する場合
（変更を伴わない場合）

区分が変更の場合
は，変更年月日を
記載する。

大臣…………００
宮城県知事…０４

姓の最初から２
文字を記入

身元（身分）証明書の
字で記入。

0 4

常勤役員等を補佐する者は，同一の者が複
数の常勤役員等を直接に補佐する者を兼ね
る場合であっても，それぞれの業務経験ごと
に作成する。
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（１３）　常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書〔様式第七号の二〕
　　　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

（３）　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の財務管理の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものであることに相違ありません。

殿

財務部長

平成　２７年　４　月から　令和　２年　　３月まで　満　５　年　　月

社 員

（例）

土木工事業 平成１６年６月２５日 許可

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

元号〔令和R、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

　　　　　　　　　（注１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２）

日年生 年 月 日

18

氏 名 ２ ６

3 5 10 13 14 16

月

2 日

住 所 　　宮城県多賀城市鶴ヶ谷１－４－１

Ｓ 3 2 年 0 5生 年 月 日

18

氏 名 ２ ５ 仙 台 二 郎

3 5 10 13 14 16

月 2

記

3

氏名のフリガナ ２ ４ セ ン

0 8 月 2 5 日5 号 令和 0 1 年第 0 1 2許 可 番 号 ２ ３ 0 4

3 5 10

3 4
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
宮城県知事 特

11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

大臣コード
知事

申 請 又 は 届
出 の 区 分

２ ２ 1

令和　○　年　○　月　○　日

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

備 考
宮城県知事（般－１６）第１２３４５号

様式第七号の二（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ２

（第二面）

地方整備局長 宮城県仙台市本町３－８－１
北海道開発局長 申請者 株式会社　仙　台　建　設

宮 城 県　知事 届出者 代表取締役 仙 台 太 郎　　　印

被証明者１人につき，
証明者別に作成する。

証明者が同一である場合で，被証明者
の経験期間が休職又は出向等によって
中断している場合は，当該経験期間を
２段書きにして１枚の証明書で証明
することができる。

正当な理由によりこの方法による
ことが出来ない場合は「備考」の欄に
理由を記入して，当該事実を証明
できる他の者（当時の取締役，本人
が証明）の証明を得ること。

１１

建設業の財務管理の業務経験
を有した期間を記載する（注１）。
証明者が証明できる期間。

右詰めで記入し左余白
は必ず“０”で埋める。

複数の許可を受けて
いる場合は，最も古い
ものを記入する。

１ 新規申請の場合
２ 現在証明されている常勤役員等を直接に
補佐する者を変更する場合

３ 更新，業種追加，般特新規を申請する場合
（変更を伴わない場合）

区分が変更の場合
は，変更年月日を
記載する。

大臣…………００
宮城県知事…０４

姓の最初から２
文字を記入

身元（身分）証明書の
字で記入。

0 4

常勤役員等を補佐する者は，同一の者が複
数の常勤役員等を直接に補佐する者を兼ね
る場合であっても，それぞれの業務経験ごと
に作成する。
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（１３）　常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書〔様式第七号の二〕
　　　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の労務管理の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものであることに相違ありません。

殿

総務部長

平成　２７年　４　月から　令和　２年　　３月まで　満　５　年　　月

社 員

（例）

土木工事業 平成１６年６月２５日 許可

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

元号〔令和R、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

　　　　　　　　　（注１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２）

令和　○　年　○　月　○　日

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

備 考
宮城県知事（般－１６）第１２３４５号

様式第七号の二（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ２

（第三面）

地方整備局長 宮城県仙台市本町３－８－１
北海道開発局長 申請者 株式会社　仙　台　建　設

宮 城 県　知事 届出者     代表取締役 仙 台 太 郎

11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

大臣コード
知事

申 請 又 は 届
出 の 区 分

２ ７ 1

許 可 番 号 ２ ３ 0 4

3 5 10

3 4
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
宮城県知事 特

記

3

氏名のフリガナ ２ ８ セ ン

0 8 月 2 5 日5 号 令和 0 1 年第 0 1 2

18

氏 名 ２ ９ 仙 台 三 郎

3 5 10 13 14 16

月 2 2 日

住 所 　　宮城県多賀城市鶴ヶ谷１－４－１

Ｓ 3 3 年 0 5生 年 月 日

18

氏 名 ３ ０

3 5 10 13 14 16

月 日年生 年 月 日

被証明者１人につき，
証明者別に作成する。

証明者が同一である場合で，被証明者
の経験期間が休職又は出向等によって
中断している場合は，当該経験期間を
２段書きにして１枚の証明書で証明
することができる。

正当な理由によりこの方法による
ことが出来ない場合は「備考」の欄に
理由を記入して，当該事実を証明
できる他の者（当時の取締役，本人
が証明）の証明を得ること。

１１

建設業の労務管理の業務経験
を有した期間を記載する（注１）。
証明者が証明できる期間。

右詰めで記入し左余白
は必ず“０”で埋める。

複数の許可を受けて
いる場合は，最も古い
ものを記入する。

１ 新規申請の場合
２ 現在証明されている常勤役員等を直接に
補佐する者を変更する場合

３ 更新，業種追加，般特新規を申請する場合
（変更を伴わない場合）

変更の場合は，変
更年月日を記載す
る。

大臣…………００
宮城県知事…０４

姓の最初から２
文字を記入

身元（身分）証明書の
字で記入。

0 4

常勤役員等を補佐する者は，同一の者が複
数の常勤役員等を直接に補佐する者を兼ね
る場合であっても，それぞれの業務経験ごと
に作成する。
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（１３）　常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書〔様式第七号の二〕
　　　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の労務管理の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものであることに相違ありません。

殿

総務部長

平成　２７年　４　月から　令和　２年　　３月まで　満　５　年　　月

社 員

（例）

土木工事業 平成１６年６月２５日 許可

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

元号〔令和R、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

　　　　　　　　　（注１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２）

令和　○　年　○　月　○　日

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

備 考
宮城県知事（般－１６）第１２３４５号

様式第七号の二（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ２

（第三面）

地方整備局長 宮城県仙台市本町３－８－１
北海道開発局長 申請者 株式会社　仙　台　建　設

宮 城 県　知事 届出者 代表取締役 仙 台 太 郎　　　印

11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

大臣コード
知事

申 請 又 は 届
出 の 区 分

２ ７ 1

許 可 番 号 ２ ３ 0 4

3 5 10

3 4
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
宮城県知事 特

記

3

氏名のフリガナ ２ ８ セ ン

0 8 月 2 5 日5 号 令和 0 1 年第 0 1 2

18

氏 名 ２ ９ 仙 台 三 郎

3 5 10 13 14 16

月 2 2 日

住 所 　　宮城県多賀城市鶴ヶ谷１－４－１

Ｓ 3 3 年 0 5生 年 月 日

18

氏 名 ３ ０

3 5 10 13 14 16

月 日年生 年 月 日

被証明者１人につき，
証明者別に作成する。

証明者が同一である場合で，被証明者
の経験期間が休職又は出向等によって
中断している場合は，当該経験期間を
２段書きにして１枚の証明書で証明
することができる。

正当な理由によりこの方法による
ことが出来ない場合は「備考」の欄に
理由を記入して，当該事実を証明
できる他の者（当時の取締役，本人
が証明）の証明を得ること。

１１

建設業の労務管理の業務経験
を有した期間を記載する（注１）。
証明者が証明できる期間。

右詰めで記入し左余白
は必ず“０”で埋める。

複数の許可を受けて
いる場合は，最も古い
ものを記入する。

１ 新規申請の場合
２ 現在証明されている常勤役員等を直接に
補佐する者を変更する場合

３ 更新，業種追加，般特新規を申請する場合
（変更を伴わない場合）

変更の場合は，変
更年月日を記載す
る。

大臣…………００
宮城県知事…０４

姓の最初から２
文字を記入

身元（身分）証明書の
字で記入。

0 4

常勤役員等を補佐する者は，同一の者が複
数の常勤役員等を直接に補佐する者を兼ね
る場合であっても，それぞれの業務経験ごと
に作成する。
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（新） （旧）



（１３）　常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書〔様式第七号の二〕
　　　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の業務運営の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものであることに相違ありません。

殿

業務部長

平成　２７年　４　月から　令和　２年　　３月まで　満　５　年　　月　

社 員

（例）

土木工事業 平成１６年６月２５日 許可

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

元号〔令和R、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

　　　　　　　　　（注１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２）

令和　○　年　○　月　○　日

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

備 考
宮城県知事（般－１６）第１２３４５号

様式第七号の二（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ２

（第四面）

地方整備局長 宮城県仙台市本町３－８－１
北海道開発局長 申請者 株式会社　仙　台　建　設

宮 城 県　知事 届出者     代表取締役 仙 台 太 郎

11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

大臣コード
知事

申 請 又 は 届
出 の 区 分

３ １ 1

許 可 番 号 ２ ３ 0 4

3 5 10

3 4
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
宮城県知事 特

記

3

氏名のフリガナ ３ ２ セ ン

0 8 月 2 5 日5 号 令和 0 1 年第 0 1 2

18

氏 名 ３ ３ 仙 台 四 郎

3 5 10 13 14 16

月 2 2 日

住 所 　　宮城県多賀城市鶴ヶ谷１－４－１

Ｓ 3 4 年 0 5生 年 月 日

18

氏 名 ３ ４

3 5 10 13 14 16

月 日年生 年 月 日

被証明者１人につき，
証明者別に作成する。

証明者が同一である場合で，被証明者
の経験期間が休職又は出向等によって
中断している場合は，当該経験期間を
２段書きにして１枚の証明書で証明
することができる。

正当な理由によりこの方法による
ことが出来ない場合は「備考」の欄に
理由を記入して，当該事実を証明
できる他の者（当時の取締役，本人
が証明）の証明を得ること。

１１

建設業の業務運営の業務経
験
を有した期間を記載する（注１）。
証明者が証明できる期間。

右詰めで記入し左余白
は必ず“０”で埋める。

複数の許可を受けて
いる場合は，最も古い
ものを記入する。

１ 新規申請の場合
２ 現在証明されている常勤役員等を直接に
補佐する者を変更する場合

３ 更新，業種追加，般特新規を申請する場合
（変更を伴わない場合）

区分が変更の場合
は，変更年月日を
記載する。

大臣…………００
宮城県知事…０４

姓の最初から２
文字を記入

身元（身分）証明書の
字で記入。

0 4

常勤役員等を補佐する者は，同一の者が複
数の常勤役員等を直接に補佐する者を兼ね
る場合であっても，それぞれの業務経験ごと
に作成する。
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（１３）　常勤役員等及び当該常勤役員等を直接に補佐する者の証明書〔様式第七号の二〕
　　　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

　下記の者は、次のとおり５年以上の建設業の業務運営の業務経験を有し、上記の常勤役員等を直接に補佐する者として適切に配置するものであることに相違ありません。

殿

業務部長

平成　２７年　４　月から　令和　２年　　３月まで　満　５　年　　月　

社 員

（例）

土木工事業 平成１６年６月２５日 許可

許可年月日

◎【新規・変更後・常勤役員等を直接に補佐する者の更新等】

元号〔令和R、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

◎【変　　更　　前】

元号〔平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

備考
　　常勤役員等を直接に補佐する者の略歴については、別紙による。

　　　　　　　　　（注１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注２）

令和　○　年　○　月　○　日

役 職 名 等

経 験 年 数

証明者と被証
明者との関係

備 考
宮城県知事（般－１６）第１２３４５号

様式第七号の二（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ２

（第四面）

地方整備局長 宮城県仙台市本町３－８－１
北海道開発局長 申請者 株式会社　仙　台　建　設

宮 城 県　知事 届出者 代表取締役 仙 台 太 郎　　　印

11 13 15

（１．新規　　　２．変更　　　３．常勤役員等を直接に補佐する者の更新等）

変 更
の 年 月 日 令和　　　年　　　月　　　日

大臣コード
知事

申 請 又 は 届
出 の 区 分

３ １ 1

許 可 番 号 ２ ３ 0 4

3 5 10

3 4
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
宮城県知事 特

記

3

氏名のフリガナ ３ ２ セ ン

0 8 月 2 5 日5 号 令和 0 1 年第 0 1 2

18

氏 名 ３ ３ 仙 台 四 郎

3 5 10 13 14 16

月 2 2 日

住 所 　　宮城県多賀城市鶴ヶ谷１－４－１

Ｓ 3 4 年 0 5生 年 月 日

18

氏 名 ３ ４

3 5 10 13 14 16

月 日年生 年 月 日

被証明者１人につき，
証明者別に作成する。

証明者が同一である場合で，被証明者
の経験期間が休職又は出向等によって
中断している場合は，当該経験期間を
２段書きにして１枚の証明書で証明
することができる。

正当な理由によりこの方法による
ことが出来ない場合は「備考」の欄に
理由を記入して，当該事実を証明
できる他の者（当時の取締役，本人
が証明）の証明を得ること。

１１

建設業の業務運営の業務経
験
を有した期間を記載する（注１）。
証明者が証明できる期間。

右詰めで記入し左余白
は必ず“０”で埋める。

複数の許可を受けて
いる場合は，最も古い
ものを記入する。

１ 新規申請の場合
２ 現在証明されている常勤役員等を直接に
補佐する者を変更する場合

３ 更新，業種追加，般特新規を申請する場合
（変更を伴わない場合）

区分が変更の場合
は，変更年月日を
記載する。

大臣…………００
宮城県知事…０４

姓の最初から２
文字を記入

身元（身分）証明書の
字で記入。

0 4

常勤役員等を補佐する者は，同一の者が複
数の常勤役員等を直接に補佐する者を兼ね
る場合であっても，それぞれの業務経験ごと
に作成する。
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（１４）常勤役員等の略歴書〔様式第七号の二別紙〕
　　　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

記載要領

※　「賞罰」の欄は，行政処分等についても記載すること。

氏　名　 仙　台　　太　郎

　上記の通り相違ありません。

　 令和　　○　年　　○　月　　○　日

罰

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

　　な　　し
賞

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

歴 至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　H２７ 年　 ４月　 １日
取締役

至　H３０ 年　 ３月  ３１日

職 自　H３０ 年　 ４月　 １日
（株）仙台建設入社　　  取締役　現在に至る

至　R２　 年　 ３月  ３１日

職　　　　　　　　  名 　取　締　役

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

自　H２０ 年　 ４月　 １日
（株）宮城物産　　 本店営業部勤務

至　H３０ 年　 ３月  ３１日

現 住 所 　　宮城県多賀城市鶴ヶ谷１－４－１

氏 名 　　仙　台　　一　郎 生 年 月 日 Ｓ　３１　　年　　　５　月　　２２　日生

別紙１
（用紙Ａ４）

常勤役員等の略歴書

現在に至るまでの職歴

を記入する。

※様式第七号の二で

示した役員等者として

の期間については，特

に具体的に示すこと。

施行規則第７条１号ロに規定する常勤役員等について記載すること。

◎記載前に必ず確認！！
取締役，顧問，相談役，株主，支配人，支店長，個人事業主等が，法第８条の欠格要件に該当していないか，必ず確認すること。

許可後に欠格要件に該当していることが判明した場合は，不正の手段により許可を受けた場合に該当し，建設業許可が取り消され，

その後５年間許可を受けることができなくなる可能性があります。

【法第８条の欠格要件の主な例】 ※必ず法律で詳細を確認すること

○禁錮以上の刑に処せられた者（又は刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者）

※執行猶予が付された場合も該当

○刑法等の罪を犯したことにより罰金刑に処せられた者（又は刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者）

○暴力団員（又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者）
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（１４）常勤役員等の略歴書〔様式第七号の二別紙〕
　　　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

記載要領

※　「賞罰」の欄は，行政処分等についても記載すること。

現 住 所 　　宮城県多賀城市鶴ヶ谷１－４－１

氏 名 　　仙　台　　一　郎 生 年 月 日 Ｓ　３１ 　年　　　５　月　　２２　日生

別紙１
（用紙Ａ４）

常勤役員等の略歴書

職　　　　　　　　  名 　取　締　役

期　　　　　　間 従　　事　　し　　た　　職　　務　　内　　容

自　H２０ 年　 ４月　 １日
（株）宮城物産　　 本店営業部勤務

至　H３０ 年　 ３月  ３１日

自　H２７ 年　 ４月　 １日
取締役

至　H３０ 年　 ３月  ３１日

職 自　H３０ 年　 ４月　 １日
（株）仙台建設入社　　  取締役　現在に至る

至　R２　 年　 ３月  ３１日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

歴 至　　　　　年　　　月　　　日

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

　　な　　し
賞

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

自　　　　　年　　　月　　　日

至　　　　　年　　　月　　　日

罰

氏　名　 仙　台　　太　郎 印

　上記の通り相違ありません。

　 令和　　○　年　　○　月　　○　日

「賞罰の内容」の欄に具体的な記載が無いまま，

後に行政処分等の事実が確認され，法第８条に

該当する場合，「虚偽申請」となり，建設業許可を

取消す場合があります。

現在に至るまでの職

歴を記入する。

※様式第七号の二で

示した役員等者として

の期間については，

特に具体的に示すこと。

施行規則第７条１号ロに規定する常勤役員等について記載すること。
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（新） （旧）



（１６）健康保険等の加入状況〔様式第七号の三〕
（用紙Ａ４）　

（１）　健康保険等の加入状況は下記のとおりです。

（２）　下記のとおり，健康保険等の加入状況に変更があったので，提出をします。

地方整備局長 宮城県仙台市青葉区本町３－８－３

北海道開発局長 申請者 株式会社　仙 台 建 設

宮城県　知事 　殿 届出者 代表取締役　仙 台　太 郎

許可年月日
国土交通大臣 般

特

（営業所毎の保険加入状況）

合計

雇用保険

健康保険・
　厚生年金保険

本社 1 1 1

月 日
宮城県　知事

営業所の名称 従業員数
保険加入の加入状況

事業所整理記号等

健康保険 厚生年金保険

健康保険 ○○○　○○○

２０人 厚生年金保険 ○○○　○○○

（　　　５人） 雇用保険 ○○○　○○○

雇用保険

様式第七号の三

健 康 保 険 等 の 加 入 状 況

令和 元 年　６　月　１　日

許 可 番 号 許可（ ‐ ） 第 号 令和 年

本店一括

１０人 厚生年金保険 本店一括

（　　　０人） 雇用保険 本店一括

古川支店 3 3 3

健康保険

　　　　人 厚生年金保険

（　　　　人） 雇用保険

健康保険

　　　　人 厚生年金保険

（　　　　人） 雇用保険

健康保険

　　　　人 厚生年金保険

（　　　　人） 雇用保険

健康保険

※健康保険被保険者適用除外承認申請による承認を行って国保組合（国民健康保険組合※建設国保等）に加入している場合は「２　適用除外」を
記載し，適用除外承認証（写）を提出して下さい。

　保険加入状況の確認資料

直近の労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書（写）及び領収書（写）

次のうちのいずれか
・直近の健康保険及び厚生年金保険の納入にかかる領収書（又は納入証明書）（写）
・直近の被保険者標準報酬決定通知書（写）※被保険者等記号・番号にマスキングをすること。
・直近の被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書（写）※被保険者等記号・番号にマスキングをすること。

※加入手続きがお済みで通知が届いていない場合は、受け付けされた申請書の控え（写）を提出して下さい。

※協会けんぽ（全国健康保険協会）又は健康保険組合（組合管掌健康保険）に加入している場合は「1　加入」を記入して下さい。

　　３０人

（　　５人）

営業所一覧表
に記載した順
に記載

役員又は個人事業主を含め
全ての人数を記載

記載事項

健康保険：事業所整理記号及び事業番号
厚生年金保険：事業所整理記号及び事業所番号

雇用保険：雇用保険にかかる労働保険番号

上記の提出区分が（２）の場合のみ記載する。

※注意！
「従業員数」の欄は，法人にあつてはその役員（常勤・非常勤を問わず，監査役
を除く。以下同じ。），個人にあつてはその事業主を含め全ての従業員数(建設業
以外に従事する者を含む。１週間の所定労働時間が２０時間未満であるパート・ア
ルバイト等の加入義務がない者を除く。)を記載すること。また，（ ）内には、法人
の場合は役員の人数を，個人事業主の場合は事業主及び同居の親族である従業
員の人数を内数として記載すること。

※適用除外の例

【雇用保険】

従業員が一人もいない事業所（例：役員のみの法人事業所，事業主と専従者のみの個人事業所）

【健康保険・厚生年金保険】

従業員が4人以下の個人事業所（法人事業所は従業員の数にかかわらず適用事業所となります）

なお，保険に関するお問い合わせは，雇用保険についてはハローワークへ，健康保険・厚生年金保険に

ついては年金事務所へお願いいたします。

１：加入

２：適用除外

３：一括適用・一括認可

※詳細は記載要領７，８，９を確認

代理人の記名 不可
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（１６）健康保険等の加入状況〔様式第七号の三〕
（用紙Ａ４）　

（１）　健康保険等の加入状況は下記のとおりです。

（２）　下記のとおり，健康保険等の加入状況に変更があったので，提出をします。

地方整備局長 宮城県仙台市青葉区本町３－８－３

北海道開発局長 申請者 株式会社　仙 台 建 設

宮城県　知事 　殿 届出者 代表取締役　仙 台　太 郎 印

許可年月日
国土交通大臣 般

特

（営業所毎の保険加入状況）

合計

雇用保険

健康保険・
　厚生年金保険

本社 1 1 1

月 日
宮城県　知事

営業所の名称 従業員数
保険加入の有無

事業所整理記号等

健康保険 厚生年金保険

健康保険 ○○○　○○○

２０人 厚生年金保険 ○○○　○○○

（　　　５人） 雇用保険 ○○○　○○○

雇用保険

様式第七号の三

健 康 保 険 等 の 加 入 状 況

令和 元 年　６　月　１　日

許 可 番 号 許可（ ‐ ） 第 号 令和 年

本店一括

１０人 厚生年金保険 本店一括

（　　　０人） 雇用保険 本店一括

古川支店 3 3 3

健康保険

　　　　人 厚生年金保険

（　　　　人） 雇用保険

健康保険

　　　　人 厚生年金保険

（　　　　人） 雇用保険

健康保険

　　　　人 厚生年金保険

（　　　　人） 雇用保険

健康保険

※健康保険被保険者適用除外承認申請による承認を行って国保組合（国民健康保険組合※建設国保等）に加入している場合は「２　適用除外」を
記載し，適用除外承認証（写）を提出して下さい。

　保険加入状況の確認資料

直近の労働保険概算・増加概算・確定保険料申告書（写）及び領収書（写）

次のうちのいずれか
・直近の健康保険及び厚生年金保険の納入にかかる領収書（又は納入証明書）（写）
・直近の被保険者標準報酬決定通知書（写）※被保険者等記号・番号にマスキングをすること。
・直近の被保険者資格取得確認および標準報酬決定通知書（写）※被保険者等記号・番号にマスキングをすること。

※加入手続きがお済みで通知が届いていない場合は、受け付けされた申請書の控え（写）を提出して下さい。

※協会けんぽ（全国健康保険協会）又は健康保険組合（組合管掌健康保険）に加入している場合は「1　加入」を記入して下さい。

　　３０人

（　　５人）

営業所一覧表
に記載した順
に記載

役員又は個人事業主を含め
全ての人数を記載

記載事項

健康保険：事業所整理記号及び事業番号
厚生年金保険：事業所整理記号及び事業所番号

雇用保険：雇用保険にかかる労働保険番号

上記の提出区分が（２）の場合のみ記載する。

※注意！
「従業員数」の欄は，法人にあつてはその役員（常勤・非常勤を問わず，監査役
を除く。以下同じ。），個人にあつてはその事業主を含め全ての従業員数(建設業
以外に従事する者を含む。１週間の所定労働時間が２０時間未満であるパート・ア
ルバイト等の加入義務がない者を除く。)を記載すること。また，（ ）内には、法人
の場合は役員の人数を，個人事業主の場合は事業主及び同居の親族である従業
員の人数を内数として記載すること。

※適用除外の例

【雇用保険】

従業員が一人もいない事業所（例：役員のみの法人事業所，事業主と専従者のみの個人事業所）

【健康保険・厚生年金保険】

従業員が4人以下の個人事業所（法人事業所は従業員の数にかかわらず適用事業所となります）

なお，保険に関するお問い合わせは，雇用保険についてはハローワークへ，健康保険・厚生年金保険に

ついては年金事務所へお願いいたします。

１：加入

２：適用除外

３：一括適用・一括認可

※詳細は記載要領７，８，９を確認

代理人の記名・押印不可
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（新） （旧）



（１７）専任技術者証明書（新規・変更）〔様式第八号〕
　　　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

（２）　下記のとおり，専任の技術者の交替に伴う削除の届出をします。

殿

１．新規許可 ２．専任技術者の担当業種 ３．専任技術 ４．専任技術者の交 ５．専任技術者が置かれ
　　等 　　又は有資格区分の変更 　　者の追加 　　替に伴う削除 　　る営業所のみの変更

許可年月日

（フリガナ）

元号〔令和R，平成Ｈ，昭和Ｓ，大正Ｔ，明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔令和R，平成Ｈ，昭和Ｓ，大正Ｔ，明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔令和R，平成Ｈ，昭和Ｓ，大正Ｔ，明治Ｍ〕

解

解

解

古川支店（Ｈ５．４．１入社）

変更，追加又は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （旧所属）

１ ２ ３ ４ ５ ６

専 任 技 術 者
の 住 所

　宮城県栗原市築館藤木５－１ 営業所の名称
（新所属）

有 資 格 区 分 ６ ５ 0 2

７ ８
3 5 7 9 11 13 15 17

現在担当している
建設工事の種類

30

今後担当する建
設 工 事 の 種 類

６ ４ 4

3 5 10 15 20 25

内 機 絶 通 園舗しゆ板 ガ 塗 防屋 電

1 7 日

土 建 大 左 と 石

Ｓ 3 7 年 0 9

具 水 消 清井

仁
10

管 タ 鋼 筋

月

15 18 20

氏 名 ６ ３ バ 生年月日バ 馬 場

専 任 技 術 者
の 住 所

　宮城県仙台市宮城野区幸町４－１－２ 営業所の名称
（新所属） 本店（Ｈ１６．４．１２入社）

項 番 フリガナ ババ ジン
3 5

変更，追加又は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （旧所属）

有 資 格 区 分 ６ ５ 3

3 5 7 9 11 13 15 17

１ ２ ３ ４ ５ ６

7

７ ８

現在担当している
建設工事の種類

9

30

今後担当する建
設 工 事 の 種 類

６ ４

3 5 10 15 20 25

内 機 絶 通 園舗しゆ板 ガ 塗 防屋 電

0 5 日

土 建 大 左 と 石

Ｓ 4 2 年 1 2

具 水 消 清井

四 郎
10

管 タ 鋼 筋

月

15 18 20

氏 名 ６ ３ ナ 生年月日ガ 永 浦

専 任 技 術 者
の 住 所 　宮城県柴田郡大河原町字南１２９－１ 営業所の名称

（ 新 所 属） 本店（Ｓ６０．４．１入社）

項 番 フリガナ ナガウラ シロウ
3 5

変更，追加又は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （ 旧 所 属）

有 資 格 区 分 ６ ５ 1 3

６ ７ ８
3 5 7 9 11 13 15 17

１ ２ ３ ４ ５

現在担当している
建設工事の種類

30

今後担当する建 ６ ４ 9 9
設 工 事 の 種 類

3 5 10 15 20 25

内 機 絶 通 園舗しゆ板 ガ 塗 防屋 電土 建 大 左 と

0 日生年月日Ｓ 3 5 年

管 タ 鋼 筋 清

三 郎 1 0 月 1

石 具 水 消井

氏 名 ６ ３ ス ガ 管 原

記

項 番 フリガナ スガワラ サブロウ
3 5 10 15 18 20

日
知事 特

号 令和 年許可（
般

－ ）第

11 13 15

許 可 番 号 ６ ２
国土交通大臣

月

大臣コード
知事

3 5 10

項 番 3

区 分 ６ １ 1

北海道開発局長 申請者 株式会社 仙 台 建 設
宮　城　県 知事 届出者 代表取締役 仙 台 太 郎

専任技術者証明書（新規・変更）

（１）　下記のとおり，
建設業法第７条第２号

に規定する専任の技術者を営業所に置いていることに相違ありません。
建設業法第15条第２号

令和　○　年　○　月　○　日

様式第八号（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ３

地方整備局長 宮城県仙台市青葉区本町３－８－１

この様式は次の場合に使用する。 （区分）
○ 新規（許可換え，般特含む），業種の追加等の申請を
する場合 ……………１
○ 現在証明されている専任技術者の担当業種，資格に
変更があった場合 ……………２
○ 営業所の新設に伴って専任技術者を追加する場合･……３
○ 専任技術者が交替する場合 ･………３・４
婚姻等により姓又は名が変わった場合 （２枚使用）

○ 現在専任技術者となっている者が所属営業所のみ変更
した場合 ･…………５
※ 区分２～５については，Ｐ．101，111も参照一般建設業の場合は下段を，

特定建設業の場合は上段を消
すこと。両方に該当する場合
は消さない。

削除の場合以外は
「（１）」を“○”で囲
む。
削除の場合は「（２）」
を“○”で囲む。

業種の一部廃業若しくは営業所の廃止に伴う
専任技術者の削除は，届出書〔様式二十二号の
三）により届け出ること。

複数の許可を受
けている場合は，
最も古いものを
記入する。

国家資格で「一般」
は「７」，「特定」は「９」
等を記入する。
区分２の場合も，既
に証明されている業
種を含めて今後担当
する業種をすべて記
入する。

区分１，２，４，５の
とき，これまでの担
当業種を記入する。

左余白は必ず“０”
で埋める。

区分４，５のとき旧
所属を記載する。

この証明書を提出
後に所属する営業
所を記載する。

採用年月日を記入
する。

姓の最初から２文
字記入。

Ｐ.57の建設業の種
類・有資格区分の
コード番号表にした
がって該当する数
字を記入する。

国家資格者はP.58
～60の資格表を参
照し，該当するコー
ド番号を記入する。
（例）１級土木施工
管理技士－１３

区分２～５のと
き記載する。

国家資格がある場
合は，資格証明書
の字で記入。実務
経験のみの場合は
住民票の字（ただ
し経営業務の管理
責任者を兼ねてい
る場合で登記され
ていればその登記
事項証明書の字）で
記入する。 第２種電気工事士は免許交付後３年，電気主任技術者は免許交付後５年，技能検定２級

合格者は合格後１年，給水装置工事主任技術者は免許交付後１年，地すべり防止工事士
及び建築設備士並びに１級計装士は認定後１年の実務経験証明書を添付する。
※ 平成１６年度以降の職業能力開発促進法に基づく２級の技能検定に合格された方は，
合格該当業種の建設工事に関し３年以上の実務経験が必要になります。

区分１のときは下段を，区分
２～５のときは上段を消す。
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（１７）専任技術者証明書（新規・変更）〔様式第八号〕
　　　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

（２）　下記のとおり，専任の技術者の交替に伴う削除の届出をします。

殿

１．新規許可 ２．専任技術者の担当業種 ３．専任技術 ４．専任技術者の交 ５．専任技術者が置かれ
　　等 　　又は有資格区分の変更 　　者の追加 　　替に伴う削除 　　る営業所のみの変更

許可年月日

（フリガナ）

元号〔令和R，平成Ｈ，昭和Ｓ，大正Ｔ，明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔令和R，平成Ｈ，昭和Ｓ，大正Ｔ，明治Ｍ〕

（フリガナ）

元号〔令和R，平成Ｈ，昭和Ｓ，大正Ｔ，明治Ｍ〕

解

解

解

古川支店（Ｈ５．４．１入社）

変更，追加又は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （旧所属）

１ ２ ３ ４ ５ ６

専 任 技 術 者
の 住 所

　宮城県栗原市築館藤木５－１ 営業所の名称
（新所属）

有 資 格 区 分 ６ ５ 0 2

７ ８
3 5 7 9 11 13 15 17

現在担当している
建設工事の種類

30

今後担当する建
設 工 事 の 種 類

６ ４ 4

3 5 10 15 20 25

内 機 絶 通 園舗しゆ板 ガ 塗 防屋 電

1 7 日

土 建 大 左 と 石

Ｓ 3 7 年 0 9

具 水 消 清井

仁
10

管 タ 鋼 筋

月

15 18 20

氏 名 ６ ３ バ 生年月日バ 馬 場

専 任 技 術 者
の 住 所

　宮城県仙台市宮城野区幸町４－１－２ 営業所の名称
（新所属） 本店（Ｈ１６．４．１２入社）

項 番 フリガナ ババ ジン
3 5

変更，追加又は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （旧所属）

有 資 格 区 分 ６ ５ 3

3 5 7 9 11 13 15 17

１ ２ ３ ４ ５ ６

7

７ ８

現在担当している
建設工事の種類

9

30

今後担当する建
設 工 事 の 種 類

６ ４

3 5 10 15 20 25

内 機 絶 通 園舗しゆ板 ガ 塗 防屋 電

0 5 日

土 建 大 左 と 石

Ｓ 4 2 年 1 2

具 水 消 清井

四 郎
10

管 タ 鋼 筋

月

15 18 20

氏 名 ６ ３ ナ 生年月日ガ 永 浦

専 任 技 術 者
の 住 所 　宮城県柴田郡大河原町字南１２９－１ 営業所の名称

（ 新 所 属） 本店（Ｓ６０．４．１入社）

項 番 フリガナ ナガウラ シロウ
3 5

変更，追加又は
削 除 の 年 月 日

営業所の名称
令和　　　年　　　月　　　日 （ 旧 所 属）

有 資 格 区 分 ６ ５ 1 3

６ ７ ８
3 5 7 9 11 13 15 17

１ ２ ３ ４ ５

現在担当している
建設工事の種類

30

今後担当する建 ６ ４ 9 9
設 工 事 の 種 類

3 5 10 15 20 25

内 機 絶 通 園舗しゆ板 ガ 塗 防屋 電土 建 大 左 と

0 日生年月日Ｓ 3 5 年

管 タ 鋼 筋 清

三 郎 1 0 月 1

石 具 水 消井

氏 名 ６ ３ ス ガ 管 原

記

項 番 フリガナ スガワラ サブロウ
3 5 10 15 18 20

日
知事 特

号 令和 年許可（
般

－ ）第

11 13 15

許 可 番 号 ６ ２
国土交通大臣

月

大臣コード
知事

3 5 10

項 番 3

区 分 ６ １ 1

北海道開発局長 申請者 株式会社 仙 台 建 設
宮　城　県 知事 届出者 代表取締役 仙 台 太 郎 　　印

専任技術者証明書（新規・変更）

（１）　下記のとおり，
建設業法第７条第２号

に規定する専任の技術者を営業所に置いていることに相違ありません。
建設業法第15条第２号

令和　○　年　○　月　○　日

様式第八号（第三条関係） （用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ３

地方整備局長 宮城県仙台市青葉区本町３－８－１

この様式は次の場合に使用する。 （区分）
○ 新規（許可換え，般特含む），業種の追加等の申請を
する場合 ……………１
○ 現在証明されている専任技術者の担当業種，資格に
変更があった場合 ……………２
○ 営業所の新設に伴って専任技術者を追加する場合･……３
○ 専任技術者が交替する場合 ･………３・４
婚姻等により姓又は名が変わった場合 （２枚使用）

○ 現在専任技術者となっている者が所属営業所のみ変更
した場合 ･…………５
※ 区分２～５については，Ｐ．101，111も参照一般建設業の場合は下段を，

特定建設業の場合は上段を消
すこと。両方に該当する場合
は消さない。

削除の場合以外は
「（１）」を“○”で囲
む。
削除の場合は「（２）」
を“○”で囲む。

業種の一部廃業若しくは営業所の廃止に伴う
専任技術者の削除は，届出書〔様式二十二号の
三）により届け出ること。

複数の許可を受
けている場合は，
最も古いものを
記入する。

国家資格で「一般」
は「７」，「特定」は「９」
等を記入する。
区分２の場合も，既
に証明されている業
種を含めて今後担当
する業種をすべて記
入する。

区分１，２，４，５の
とき，これまでの担
当業種を記入する。

左余白は必ず“０”
で埋める。

区分４，５のとき旧
所属を記載する。

この証明書を提出
後に所属する営業
所を記載する。

採用年月日を記入
する。

姓の最初から２文
字記入。

Ｐ.57の建設業の種
類・有資格区分の
コード番号表にした
がって該当する数
字を記入する。

国家資格者はP.58
～60の資格表を参
照し，該当するコー
ド番号を記入する。
（例）１級土木施工
管理技士－１３

区分２～５のと
き記載する。

国家資格がある場
合は，資格証明書
の字で記入。実務
経験のみの場合は
住民票の字（ただ
し経営業務の管理
責任者を兼ねてい
る場合で登記され
ていればその登記
事項証明書の字）で
記入する。 第２種電気工事士は免許交付後３年，電気主任技術者は免許交付後５年，技能検定２級

合格者は合格後１年，給水装置工事主任技術者は免許交付後１年，地すべり防止工事士
及び建築設備士並びに１級計装士は認定後１年の実務経験証明書を添付する。
※ 平成１６年度以降の職業能力開発促進法に基づく２級の技能検定に合格された方は，
合格該当業種の建設工事に関し３年以上の実務経験が必要になります。

区分１のときは下段を，区分
２～５のときは上段を消す。
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建設業法 11 ● ● ●

1A ● ● ● ★

12 ○ ○ ○

1B ○ ○ ○ ☆

13 ● ● ● ● ● ● ● ● ■

1C ● ● ● ● ● ● ● ● ★

土木 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ □

土木（みなし解体資格） 1D ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆

鋼構造物塗装 15 ○

薬液注入 16 ○

薬液注入（みなし解体資格） 1E ○ ☆

20 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ■

2A ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ★

建築 21 ○ □

躯体 22 ○ ○ ○ ○ ○ □

躯体（みなし解体資格） 2B ○ ○ ○ ○ ○ ☆

仕上げ 23 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

27 ●

28 ○

29 ●

30 ○

３１ ●

３２ ○

33 ●

34 ○

建築士法 37 ● ● ● ● ● ●

38 ○ ○ ○ ○ ○

39 ○

技術士法 41 ● ● ● ● ● ● ■

4A ● ● ● ● ● ● ★

43 ● ●

4C ● ● ★

44 ● ●

45 ●

47 ● ●

49 ● ● ●

4D ● ● ● ★

50 ●

51 ● ● ●

5A ● ● ● ★

52 ●

53 ● ●

54 ● ● ●

電気工事士法 55 ○

電気事業法 ［3年］ 56 ○

［5年］ 58 ○

電気通信事業法 ［5年］ 59 ○

消防法 68 ○

69 ○

職業能力開発

促進法 ［3年］

［3年］

［3年］

［3年］

［3年］

［3年］ 5B ○ ☆

●● ● ● ● ●●

技　術　職　員　資　格　区　分　コ　ー　ド　表
資　　　格　　　区　　　分

ｺｰﾄﾞ
建　　　設　　　業　　　の　　　種　　　類

［資格取得後に必要な実務経験年数］

1級建設機械施工管理技士

1級建設機械施工管理技士（みなし解体資格）

2級建設機械施工管理技士（第１種～第６種）

2級建設機械施工管理技士（第１種～第６種）（みなし解体資格）

１級土木施工管理技士

１級土木施工管理技士（みなし解体資格）

２級土木施工管理技士
種

別

１級建築施工管理技士

１級建築施工管理技士（みなし解体資格）

２級建築施工管理技士
種
別

１級電気工事施工管理技士

２級電気工事施工管理技士

１級管工事施工管理技士

２級管工事施工管理技士

１級造園施工管理技士

２級造園施工管理技士

１級電気通信工事施工管理技士

２級電気通信工事施工管理技士

１級建築士

２級建築士

木造建築士

建設・総合技術監理（建設）

建設・総合技術監理（建設）（みなし解体資格）

建設「鋼構造及びコンクリート」
42 ● ● ● ● ● ● ■

総合技術監理（建設「鋼構造物及びコンクリート」）

建設「鋼構造及びコンクリート」
4B ★

総合技術監理（建設「鋼構造物及びコンクリート」）（みなし解体資格）

●

農業「農業土木」・総合技術監理（農業「農業土木」）

農業「農業土木」・総合技術監理（農業「農業土木」）（みなし解体資格）

電気電子・総合技術監理（電気電子）

機械・総合技術監理（機械）

機械「流体工学」又は「熱工学」
46 ●

総合技術監理（機械「流体工学」又は「熱工学」）
●

上下水道・総合技術監理（上下水道）

上下水道「上水道及び工業用水道」
48 ● ●

総合技術監理（上下水道「上水道及び工業用水道」）

水産土木「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」）

水産土木「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」）（みなし解体資格）

森林「林業」・総合技術監理（森林「林業」）

●

森林「森林土木」・総合技術監理（森林「森林土木」）

森林「森林土木」・総合技術監理（森林「森林土木」）（みなし解体資格）

衛生工学・総合技術監理（衛生工学）

衛生工学「水質管理」・総合技術監理（衛生工学「水質管理」）

衛生工学「廃棄物管理」・総合技術監理（衛生工学「廃棄物管理」）

第１種電気工事士

第２種電気工事士

電気主任技術者（１種・２種・３種）

電気通信主任技術者

甲種消防設備士

乙種消防設備士

建築大工（１級）
71 ○

建築大工（２級）

型枠施工（１級）
64 ○ ○

型枠施工（２級）

左官（１級）
72 ○

左官（２級）

とび・とび工（１級）
57 ○ ○

とび・とび工（2級）【注１】

とび・とび工（2級）（みなし解体資格）【注１】

☆
型枠施工（１級）（みなし解体資格）

型枠施工（２級）（みなし解体資格）
6B ○ ○

選択科目がある
場合は、登録証
のほかに、選択
科目が記載され
ている「合格証
明書」も併せて
添付する。
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建設業法 11 ● ● ●

1A ● ● ● ★

12 ○ ○ ○

1B ○ ○ ○ ☆

13 ● ● ● ● ● ● ● ● ■

1C ● ● ● ● ● ● ● ● ★

土木 14 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ □

土木（みなし解体資格） 1D ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ☆

鋼構造物塗装 15 ○

薬液注入 16 ○

薬液注入（みなし解体資格） 1E ○ ☆

20 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ■

2A ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ★

建築 21 ○ □

躯体 22 ○ ○ ○ ○ ○ □

躯体（みなし解体資格） 2B ○ ○ ○ ○ ○ ☆

仕上げ 23 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

27 ●

28 ○

29 ●

30 ○

３１ ●

３２ ○

33 ●

34 ○

建築士法 37 ● ● ● ● ● ●

38 ○ ○ ○ ○ ○

39 ○

技術士法 41 ● ● ● ● ● ● ■

4A ● ● ● ● ● ● ★

43 ● ●

4C ● ● ★

44 ● ●

45 ●

47 ● ●

49 ● ● ●

4D ● ● ● ★

50 ●

51 ● ● ●

5A ● ● ● ★

52 ●

53 ● ●

54 ● ● ●

電気工事士法 55 ○

電気事業法 ［3年］ 56 ○

［5年］ 58 ○

電気通信事業法 ［5年］ 59 ○

消防法 68 ○

69 ○

職業能力開発

促進法 ［3年］

［3年］

［3年］

［3年］

［3年］

［3年］ 5B ○ ☆

●● ● ● ● ●●

技　術　職　員　資　格　区　分　コ　ー　ド　表
資　　　格　　　区　　　分

ｺｰﾄﾞ
建　　　設　　　業　　　の　　　種　　　類

［資格取得後に必要な実務経験年数］

1級建設機械施工　　技士

1級建設機械施工　　技士（みなし解体資格）

2級建設機械施工　　技士（第１種～第６種）

2級建設機械施工　　技士（第１種～第６種）（みなし解体資格）

１級土木施工管理技士

１級土木施工管理技士（みなし解体資格）

２級土木施工管理技士
種

別

１級建築施工管理技士

１級建築施工管理技士（みなし解体資格）

２級建築施工管理技士
種
別

１級電気工事施工管理技士

２級電気工事施工管理技士

１級管工事施工管理技士

２級管工事施工管理技士

１級造園施工管理技士

２級造園施工管理技士

１級電気通信工事施工管理技士

２級電気通信工事施工管理技士

１級建築士

２級建築士

木造建築士

建設・総合技術監理（建設）

建設・総合技術監理（建設）（みなし解体資格）

建設「鋼構造及びコンクリート」
42 ● ● ● ● ● ● ■

総合技術監理（建設「鋼構造物及びコンクリート」）

建設「鋼構造及びコンクリート」
4B ★

総合技術監理（建設「鋼構造物及びコンクリート」）（みなし解体資格）

●

農業「農業土木」・総合技術監理（農業「農業土木」）

農業「農業土木」・総合技術監理（農業「農業土木」）（みなし解体資格）

電気電子・総合技術監理（電気電子）

機械・総合技術監理（機械）

機械「流体工学」又は「熱工学」
46 ●

総合技術監理（機械「流体工学」又は「熱工学」）
●

上下水道・総合技術監理（上下水道）

上下水道「上水道及び工業用水道」
48 ● ●

総合技術監理（上下水道「上水道及び工業用水道」）

水産土木「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」）

水産土木「水産土木」・総合技術監理（水産「水産土木」）（みなし解体資格）

森林「林業」・総合技術監理（森林「林業」）

●

森林「森林土木」・総合技術監理（森林「森林土木」）

森林「森林土木」・総合技術監理（森林「森林土木」）（みなし解体資格）

衛生工学・総合技術監理（衛生工学）

衛生工学「水質管理」・総合技術監理（衛生工学「水質管理」）

衛生工学「廃棄物管理」・総合技術監理（衛生工学「廃棄物管理」）

第１種電気工事士

第２種電気工事士

電気主任技術者（１種・２種・３種）

電気通信主任技術者

甲種消防設備士

乙種消防設備士

建築大工（１級）
71 ○

建築大工（２級）

型枠施工（１級）
64 ○ ○

型枠施工（２級）

左官（１級）
72 ○

左官（２級）

とび・とび工（１級）
57 ○ ○

とび・とび工（2級）【注１】

とび・とび工（2級）（みなし解体資格）【注１】

☆
型枠施工（１級）（みなし解体資格）

型枠施工（２級）（みなし解体資格）
6B ○ ○

選択科目がある
場合は、登録証
のほかに、選択
科目が記載され
ている「合格証
明書」も併せて
添付する。
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［1年］ 61 ○ ○

［1年］ 6A ○ ○ ☆

40 ○

［1年］ 62 ○ ○

［1年］ 63 ○ ○

60 ○

登録電気工事基幹技能者 ○ ○

登録橋梁基幹技能者 ○ ○

登録造園基幹技能者 ○

登録コンクリート圧送基幹技能者 ○

登録防水基幹技能者 ○

登録トンネル基幹技能者 ○

登録建設塗装基幹技能者 ○

登録左官基幹技能者 ○

登録機械土工基幹技能者 ○

登録海上起重基幹技能者 ○

登録ＰＣ基幹技能者 ○ ○

登録鉄筋基幹技能者 ○

登録圧接基幹技能者 ○

登録型枠基幹技能者 ○

登録配管基幹技能者 ○

登録鳶・土工基幹技能者 ○

登録切断穿孔基幹技能者 ○

登録内装仕上工事基幹技能者 ○

登録サッシ・カーテンウォール基幹技能者 ○

登録エクステリア基幹技能者 ○ ○ ○

登録建築板金基幹技能者 ○ ○

登録外壁仕上基幹技能者 ○ ○ ○

登録ダクト基幹技能者 ○

登録保温保冷基幹技能者 ○

登録グラウト基幹技能者 ○

登録冷凍空調基幹技能者 ○

登録運動施設基幹技能者 ○ ○ ○

登録基礎工基幹技能者 ○

登録タイル張り基幹技能者 ○

登録標識・路面標示基幹技能者 ○ ○

登録消火設備基幹技能者 ○

登録建築大工基幹技能者 ○

登録硝子工事基幹技能者 ○

登録土工基幹技能者 ○

登録ALC基幹技能者 ○

99

●/■/★・・・特定（法第１５条第２号イ）の資格を有するもの　　　　○/□/☆・・・一般（法第７条第２号ハ）の資格を有するもの　（注）特定の資格を有するものは一般の資格も有する。

□■・・・平成２８年度以降に合格した者，又は平成２７年度以前に合格して解体工事に関する実務経験１年以上又は登録解体工事講習の受講をした者。

　　　　（技術士法に基づく資格にあっては，資格取得日に関わらず解体工事に関する実務経験１年以上又は登録解体工事講習の受講が必要）

☆★（みなし解体資格）・・・平成２７年度以前に合格した者（平成３３年３月３１日まで有効）

網掛けしてある業種は、指定建設業種なので、特定建設業の許可の場合、実務経験等ではなく専任技術者は●/■/★の資格を有しているものでなければならない。

電話　０３-３５５５-２１９６　

電話　０４２－３００－６８６６（造園試験課）

　　　　　（公財）全国解体工事業団体連合会

　　　　　〒１０４－００３２　東京都中央区八丁堀４－１－３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

登録解体工事講習

（一財）全国建設研修センター

〒187-8540　東京都小平市喜平町２－１－２

電話　０４２－３００－６８６０（土木試験課）  URL　http://www.jctc.jp/

電話　０４２－３００－６８５５（管工事試験課）

登録基礎ぐい工事試験

技　術　士

（公社）日本技術士会　技術士試験センター

〒105-0001　東京都港区虎ノ門４－１－２０　田中山ビル８F

電話　０３－３４５９－１３３３　URL　http://www.engineer.or.jp/

土木施工管理技士 （一財）全国建設研修センター

管工事施工管理技士 〒187-8540　東京都小平市喜平町２－１－２

造園施工管理技士

技　能　士

宮城県職業能力開発協会

〒981-0916　仙台市青葉区青葉町１６－１

電話　０２２－２７１－９２６０

建築施工管理技士 （一財）建設業振興基金

電気工事施工管理技士 〒105-0001　東京都港区虎ノ門４－２－１２　虎ノ門４丁目MTビル２号館内

電話　０３－５４７３－１５８１　URL　http://www.fcip-shiken.jp/

電話　０４２－３００－６８６０（土木試験課）  URL　http://www.jctc.jp/

電話　０４２－３００－６８５５（管工事試験課）

電話　０４２－３００－６８６６（造園試験課）

資格名称 実施機関（問合せ先）

建設機械施工管理技士

（一社）日本建設機械施工協会

〒105-0001　東京都港区芝公園３－５－８　機械振興会館内

電話　０３－３４３３－１５７５　URL http://www.jcmanet.or.jp/jcma/

【注３】　鉄工：昭和60年改正政令による改正後の鉄工とするものにあっては、選択科目を「製缶作業」又は「構造物鉄工作業」とするものに限られます。

【注４】　鉄筋施工：改正政令による改正後の鉄筋施工とするものにあっては、選択科目を「鉄筋施工図作成作業」及び「鉄筋組立て作業」とするものの双方に合格した者に限られます。

【注５】　板金・板金工：屋根工事業の有資格者として認められるのは、改正政令による改正後の板金又は板金工とするものにあっては、選択科目を「建築板金作業」とするものに限られます。

　　　　　　　　　　　  　　　板金工事業の有資格者となる場合にはこの様な選択科目の限定はありません。

【注６】　木工：改正政令による改正後の木工とするものにあっては、選択科目を「建具製作作業」とするものに限られます。

主な国家資格等についての問合せ先

建築設備士

１級計装士

解体工事施工技士（登録解体工事試験）

その他

【注２】　配管：職業訓練法施行令の一部を改正する政令（昭和48年政令第98号。以下「改正政令」といいます。）による改正後の配管とするものにあっては、選択科目を「建築配管作業」とするものに限られます。

基幹技能者

種

目

36

地すべり防止工事士

地すべり防止工事士（みなし解体資格）

【注１】　とび・とび工（２級）：合格後３年間の実務経験が，解体工事業に関するものであればコード「５７」，とび・土工工事業に関するもの（ただし，平成28年5月31日までの経験に限る）であればコード「５B」となる。
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土 建 大 左 と 石 屋 電 管 タ 鋼 筋 ほ しゅ 板 ガ 塗 防 内 機 絶 通 園 井 具 水 消 清 解

［1年］ 61 ○ ○

［1年］ 6A ○ ○ ☆

40 ○

［1年］ 62 ○ ○

［1年］ 63 ○ ○

60 ○

登録電気工事基幹技能者 ○ ○

登録橋梁基幹技能者 ○ ○

登録造園基幹技能者 ○

登録コンクリート圧送基幹技能者 ○

登録防水基幹技能者 ○

登録トンネル基幹技能者 ○

登録建設塗装基幹技能者 ○

登録左官基幹技能者 ○

登録機械土工基幹技能者 ○

登録海上起重基幹技能者 ○

登録ＰＣ基幹技能者 ○ ○

登録鉄筋基幹技能者 ○

登録圧接基幹技能者 ○

登録型枠基幹技能者 ○

登録配管基幹技能者 ○

登録鳶・土工基幹技能者 ○

登録切断穿孔基幹技能者 ○

登録内装仕上工事基幹技能者 ○

登録サッシ・カーテンウォール基幹技能者 ○

登録エクステリア基幹技能者 ○ ○ ○

登録建築板金基幹技能者 ○ ○

登録外壁仕上基幹技能者 ○ ○ ○

登録ダクト基幹技能者 ○

登録保温保冷基幹技能者 ○

登録グラウト基幹技能者 ○

登録冷凍空調基幹技能者 ○

登録運動施設基幹技能者 ○ ○ ○

登録基礎工基幹技能者 ○

登録タイル張り基幹技能者 ○

登録標識・路面標示基幹技能者 ○ ○

登録消火設備基幹技能者 ○

登録建築大工基幹技能者 ○

登録硝子工事基幹技能者 ○

登録土工基幹技能者 ○

登録ALC基幹技能者 ○

99

●/■/★・・・特定（法第１５条第２号イ）の資格を有するもの　　　　○/□/☆・・・一般（法第７条第２号ハ）の資格を有するもの　（注）特定の資格を有するものは一般の資格も有する。

□■・・・平成２８年度以降に合格した者，又は平成２７年度以前に合格して解体工事に関する実務経験１年以上又は登録解体工事講習の受講をした者。

　　　　（技術士法に基づく資格にあっては，資格取得日に関わらず解体工事に関する実務経験１年以上又は登録解体工事講習の受講が必要）

☆★（みなし解体資格）・・・平成２７年度以前に合格した者（平成３３年３月３１日まで有効）

網掛けしてある業種は、指定建設業種なので、特定建設業の許可の場合、実務経験等ではなく専任技術者は●/■/★の資格を有しているものでなければならない。

電話　０３-３５５５-２１９６　

電話　０４２－３００－６８６６（造園試験課）

　　　　　（公財）全国解体工事業団体連合会

　　　　　〒１０４－００３２　東京都中央区八丁堀４－１－３　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

登録解体工事講習

（一財）全国建設研修センター

〒187-8540　東京都小平市喜平町２－１－２

電話　０４２－３００－６８６０（土木試験課）  URL　http://www.jctc.jp/

電話　０４２－３００－６８５５（管工事試験課）

登録基礎ぐい工事試験

技　術　士

（公社）日本技術士会　技術士試験センター

〒105-0001　東京都港区虎ノ門４－１－２０　田中山ビル８F

電話　０３－３４５９－１３３３　URL　http://www.engineer.or.jp/

土木施工管理技士 （一財）全国建設研修センター

管工事施工管理技士 〒187-8540　東京都小平市喜平町２－１－２

造園施工管理技士

技　能　士

宮城県職業能力開発協会

〒981-0916　仙台市青葉区青葉町１６－１

電話　０２２－２７１－９２６０

建築施工管理技士 （一財）建設業振興基金

電気工事施工管理技士 〒105-0001　東京都港区虎ノ門４－２－１２　虎ノ門４丁目MTビル２号館内

電話　０３－５４７３－１５８１　URL　http://www.fcip-shiken.jp/

電話　０４２－３００－６８６０（土木試験課）  URL　http://www.jctc.jp/

電話　０４２－３００－６８５５（管工事試験課）

電話　０４２－３００－６８６６（造園試験課）

資格名称 実施機関（問合せ先）

建設機械施工　　技士

（一社）日本建設機械施工協会

〒105-0001　東京都港区芝公園３－５－８　機械振興会館内

電話　０３－３４３３－１５７５　URL http://www.jcmanet.or.jp/jcma/

【注３】　鉄工：昭和60年改正政令による改正後の鉄工とするものにあっては、選択科目を「製缶作業」又は「構造物鉄工作業」とするものに限られます。

【注４】　鉄筋施工：改正政令による改正後の鉄筋施工とするものにあっては、選択科目を「鉄筋施工図作成作業」及び「鉄筋組立て作業」とするものの双方に合格した者に限られます。

【注５】　板金・板金工：屋根工事業の有資格者として認められるのは、改正政令による改正後の板金又は板金工とするものにあっては、選択科目を「建築板金作業」とするものに限られます。

　　　　　　　　　　　  　　　板金工事業の有資格者となる場合にはこの様な選択科目の限定はありません。

【注６】　木工：改正政令による改正後の木工とするものにあっては、選択科目を「建具製作作業」とするものに限られます。

主な国家資格等についての問合せ先

建築設備士

１級計装士

解体工事施工技士（登録解体工事試験）

その他

【注２】　配管：職業訓練法施行令の一部を改正する政令（昭和48年政令第98号。以下「改正政令」といいます。）による改正後の配管とするものにあっては、選択科目を「建築配管作業」とするものに限られます。

基幹技能者

種

目

36

地すべり防止工事士

地すべり防止工事士（みなし解体資格）

【注１】　とび・とび工（２級）：合格後３年間の実務経験が，解体工事業に関するものであればコード「５７」，とび・土工工事業に関するもの（ただし，平成28年5月31日までの経験に限る）であればコード「５B」となる。
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（新） （旧）



（１８）実務経験証明書〔様式第九号〕
　　　　　　（当該用紙下段の記載要領をご覧ください。）

　　　　　　　　（注１）

様式第九号（第三条関係）

　　　　　　　　　（注２）

記載要領
　１　この証明書は、許可を受けようとする建設業に係る建設工事の種類ごとに、被証明者１人について、証明者別に作成すること。
　２　「職名」の欄は、被証明者が所属していた部課名等を記載すること。
　３　「実務経験の内容」の欄は、従事した主な工事名等を具体的に記載すること。
　４　「合計　満　年　月」の欄は、実務経験年数の合計を記載すること。

（注１） （注２）

使用者の証明を得ることが
できない場合はその理由

合計　　　満　１１　年　　３　月

　　年　　月から　　年　　月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

〃 　西公園整備工事 １２年 １月から　１２年　３月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

〃 　南仙台リゾートマンション外構植栽工事　他　１１件 １０年 １月から　１０年１２月まで

〃 　宮城県庁植栽工事　他　１３件 １１年 １月から　１１年１２月まで

〃 　西公園　　　〃　　　　他　１３件 ８年 １月から　　８年１２月まで

〃 　佐藤邸造園工事　他　１８件 ９年 １月から　　９年１２月まで

〃 　Ｍ邸　　〃　　他　１３件 ６年 １月から 　 ６年１２月まで

工事部管理課 　台原森林公園植栽工事　他　１４件 　７年 １月から　　７年１２月まで

〃 　海川カントリークラブ外構植栽工事　他　１６件 ４年 １月から　  ４年１２月まで

〃 　Ｍ邸造園工事　他　１５件 ５年 １月から　  ５年１２月まで

〃 　野山カントリークラブ芝張替工事　他　１０件 ２年 １月から　  ２年１２月まで

〃 　宮城県立図書館花壇植栽工事　他　１２件 ３年 １月から　  ３年１２月まで

職 名 実 務 経 験 の 内 容 実　 務　 経　 験　 年　 数

仙台東営業所 　東仙台リゾートマンション外構植栽工事　他　１４件 元年 １月から　  元年１２月まで

記

技 術 者 の 氏 名 馬　場　　仁 生年月日 S37.9.17

使用された
期 間

６０　年　４　月から

使 用 者 の 商 号
又 は 名 称

株　式　会　社　　　大　町　造　園　　　 １２　年　３　月まで

被証明者との関係 社　　員

（用紙Ａ４）

実　　務　　経　　験　　証　　明　　書

下記の者は、　 造　園　　　工事に関し、下記のとおり実務の経験を有することに相違ないことを証明します。

令和 　○　　年　○　月　○　日

（例） 宮城県仙台市青葉区上杉１－２－３

宮城県知事許可（般－２４）第５４３２号 株式会社　大　町　造　園

造園工事業　平成２４年４月１０日　許可日 証 明 者 代表取締役　大　町　花　子

この様式は，実務経験により専任技術者又は主任
技術者になる場合に必要です。
（法第７条第２号イ又はロの該当者Ｐ.17参照） 実務経験を得た当時

の商号又は名称を記
載する。

証明者が申請者以
外の建設業者であ
る場合は，許可番
号，許可年月日，
許可業種を記載す
る。

被証明者が所属
していた部課名
等を記載する。
所属が明確でな
い場合等は役職
名を具体的に記
載する。
（例） 取締役
○○部長
○○課長等

証明者は被証明者の使用者
である法人の代表者又は個人
の事業主とする。

実際に雇用され
ていた期間を記
載する。

実務経験年数
は重複しない
こと。

実務経験年数
の合計を記載
する。

証明者の立場から
みた被証明者との
関係を記載する。
（例）役員,社員,従
業員

正当な理由によりこの方法による
ことができない場合は，当該事実を
証明できる他の者（当時の取締役，
本人が証明）の証明を得ること。

通年にわたってきれめなく建設工事が続
く場合にはその年の代表的工事の件名を記
入し，その他の工事は 「他○件」 として，
１年分を１行にまとめる。（実務経験１０年
で申請する場合は，１０行以上記載する。）

使用人と証明者が異
なる場合の理由を記
載する。
（例）令和○年○月
会社解散のため

令和○年○月○日
事業主死亡のため
等

〔指定建設業について〕

土木工事業，建築工事業，管工事業，鋼構造物工事業，舗装工事業，電気工事

業及び造園工事業の７業種については，施工技術の総合性等を考慮して「指定建

設業」と定められており，実務経験により特定建設業の許可を受けようとする者の専

任技術者になることはできません。（一級の国家資格者，技術士の資格者又は国土

交通大臣が認定した者に限られる。）
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（１４）実務経験証明書〔様式第九号〕
　　　　　　（当該用紙下段の記載要領をご覧ください。）

　　　　　　　　（注１）

様式第九号（第三条関係）

印

　　　　　　　　　（注２）

記載要領
　１　この証明書は、許可を受けようとする建設業に係る建設工事の種類ごとに、被証明者１人について、証明者別に作成すること。
　２　「職名」の欄は、被証明者が所属していた部課名等を記載すること。
　３　「実務経験の内容」の欄は、従事した主な工事名等を具体的に記載すること。
　４　「合計　満　年　月」の欄は、実務経験年数の合計を記載すること。

（注１） （注２）

被証明者との関係 社　　員

（用紙Ａ４）

実　　務　　経　　験　　証　　明　　書

下記の者は、　 造　園　　　工事に関し、下記のとおり実務の経験を有することに相違ないことを証明します。

令和 　○　　年　○　月　○　日

（例） 宮城県仙台市青葉区上杉１－２－３

宮城県知事許可（般－２４）第５４３２号 株式会社　大　町　造　園

造園工事業　平成２４年４月１０日　許可日 証 明 者 代表取締役　大　町　花　子

記

技 術 者 の 氏 名 馬　場　　仁 生年月日 S37.9.17

使用された
期 間

６０　年　４　月から

使 用 者 の 商 号
又 は 名 称

株　式　会　社　　　大　町　造　園　　　 １２　年　３　月まで

職 名 実 務 経 験 の 内 容 実　 務　 経　 験　 年　 数

仙台東営業所 　東仙台リゾートマンション外構植栽工事　他　１４件 元年 １月から　  元年１２月まで

〃 　野山カントリークラブ芝張替工事　他　１０件 ２年 １月から　  ２年１２月まで

〃 　宮城県立図書館花壇植栽工事　他　１２件 ３年 １月から　  ３年１２月まで

〃 　海川カントリークラブ外構植栽工事　他　１６件 ４年 １月から　  ４年１２月まで

〃 　Ｍ邸造園工事　他　１５件 ５年 １月から　  ５年１２月まで

〃 　Ｍ邸　　〃　　他　１３件 ６年 １月から 　 ６年１２月まで

工事部管理課 　台原森林公園植栽工事　他　１４件 　７年 １月から　　７年１２月まで

〃 　西公園　　　〃　　　　他　１３件 ８年 １月から　　８年１２月まで

〃 　佐藤邸造園工事　他　１８件 ９年 １月から　　９年１２月まで

〃 　南仙台リゾートマンション外構植栽工事　他　１１件 １０年 １月から　１０年１２月まで

〃 　宮城県庁植栽工事　他　１３件 １１年 １月から　１１年１２月まで

〃 　西公園整備工事 １２年 １月から　１２年　３月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

使用者の証明を得ることが
できない場合はその理由

合計　　　満　１１　年　　３　月

　　年　　月から　　年　　月まで

　　年　　月から　　年　　月まで

この様式は，実務経験により専任技術者又は主任
技術者になる場合に必要です。
（法第７条第２号イ又はロの該当者Ｐ.17参照） 実務経験を得た当時

の商号又は名称を記
載する。

証明者が申請者以
外の建設業者であ
る場合は，許可番
号，許可年月日，
許可業種を記載す
る。

被証明者が所属
していた部課名
等を記載する。
所属が明確でな
い場合等は役職
名を具体的に記
載する。
（例） 取締役
○○部長
○○課長等

証明者は被証明者の使用者
である法人の代表者又は個人
の事業主とする。

証明者の印を
押印する。

実際に雇用され
ていた期間を記
載する。

実務経験年数
は重複しない
こと。

実務経験年数
の合計を記載
する。

証明者の立場から
みた被証明者との
関係を記載する。
（例）役員,社員,従
業員

正当な理由によりこの方法による
ことができない場合は，当該事実を
証明できる他の者（当時の取締役，
本人が証明）の証明を得ること。

通年にわたってきれめなく建設工事が続
く場合にはその年の代表的工事の件名を記
入し，その他の工事は 「他○件」 として，
１年分を１行にまとめる。（実務経験１０年
で申請する場合は，１０行以上記載する。）

使用人と証明者が異
なる場合の理由を記
載する。
（例）令和○年○月
会社解散のため

令和○年○月○日
事業主死亡のため
等

〔指定建設業について〕

土木工事業，建築工事業，管工事業，鋼構造物工事業，舗装工事業，電気工事

業及び造園工事業の７業種については，施工技術の総合性等を考慮して「指定建

設業」と定められており，実務経験により特定建設業の許可を受けようとする者の専

任技術者になることはできません。（一級の国家資格者，技術士の資格者又は国土

交通大臣が認定した者に限られる。）
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（新） （旧）



（１９）指導監督的実務経験証明書〔様式第十号〕
　　　　　　（当該用紙下段の記載要領を必ずご覧ください。）

様式第十号（第十三条関係）

記載要領

　２　「職名」の欄は、被証明者が従事した工事現場において就いていた地位を記載すること。
　３　「実務経験の内容」の欄は、従事した元請工事名等を具体的に記載すること。
　４　「合計　満　年　月」の欄は、実務経験年数の合計を記載すること。

（用紙Ａ４）

指 導 監 督 的 実 務 経 験 証 明 書

下記の者は、　電　気　通　信　　工事に関し、下記の元請工事について指導監督的な実務の経験を有することに相違ないことを証明します。

令和　○　年　○　月　○　日

宮城県仙台市青葉区本町１－２－３

技 術 者 の 氏 名 鈴木　太郎 生 年 月 日 S30.3.3 使用された 　　２　年　４　月から

仙台電話工事　株式会社

証 明 者 代表取締役　鈴木　一郎

被証明者との関係 社員

記

使 用 者 の 商 号
又 は 名 称 仙　台　電　話　工　事　　株式会社 期 間 １５年　１　月まで

発 注 者 名 請負代金の額 職　　　　名 実　務　経　験　の　内　容 実　 務 　経　 験　 年　 数

日本電信電話（株） 164,825千円 現場副所長 　仙台加入者線路設備工事 １１年 ９月から１３年　１月まで

〃 59,356千円 〃 　古川　　　　〃 １３年 ３月から１３年１１月まで

〃 54,600千円 〃 　気仙沼　　　〃 １４年 １月から１４年　５月まで

〃 94,887千円 〃 　柴田通信設備総合工事 １４年 ７月から１５年　１月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

指 導 監 督 的 実 務 経 験 の 確 認 資 料

　１　実務経験証明期間の常勤を確認できるもの（Ｐ.68-②参照）

　２　実務経験の内容欄に記入した工事についての工事請負契約書等の写

使用者の証明を得ることが
できない場合はその理由 合計　　　満　２　年　１０　月

　１　この証明書は、許可を受けようとする建設業に係る建設工事の種類ごとに、被証明者１人について、証明者別に作成し、請負代金の額が4,500万円

　　以上の建設工事（平成６年12月28日前の建設工事にあつては3,000万円以上のもの、昭和59年10月１日前の建設工事にあつては1,500万円以上のもの）

　　１件ごとに記載すること。

この様式は，実務経験等で特定建設業の専任技術者
又は監理技術者になる場合に必要です。（法第15条 第２
号ロ該当者Ｐ.17参照）

建設工事の設計又は施工の全般について，工事現

場主任又は工事現場監督者のような資格で工事の
技術面を総合的に指導監督した経験のもの。

元請人として直接請け負った

契約の相手方の名称を具体的

に記載する。

完成された工
事のみを記載
する。

１件請負代金が4,500万円（Ｈ6.12.28前
は3,000万円，さらにＳ59.10.1前は1,500
万円）以上の元請工事を１件ごとに記載
する。（消費税含む）

経験の内容が明らか

になるように請負契
約書より具体的な名
称を記載する。

実務経験証明書記載例
（Ｐ.６１）と同様

工事施工期間は重
複しないこと。

各経験年数の始まりの月は

計算しない。

（例）
H11.9～H13.1は１年４カ
月となる。

各工事の期間の合
計を記載し，２年
以上になること。

従事した工事
現場において

就いていた地
位を記載する。
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（１５）指導監督的実務経験証明書〔様式第十号〕
　　　　　　（当該用紙下段の記載要領を必ずご覧ください。）

様式第十号（第十三条関係）

印

記載要領

　２　「職名」の欄は、被証明者が従事した工事現場において就いていた地位を記載すること。
　３　「実務経験の内容」の欄は、従事した元請工事名等を具体的に記載すること。
　４　「合計　満　年　月」の欄は、実務経験年数の合計を記載すること。

（用紙Ａ４）

指 導 監 督 的 実 務 経 験 証 明 書

下記の者は、　電　気　通　信　　工事に関し、下記の元請工事について指導監督的な実務の経験を有することに相違ないことを証明します。

令和　○　年　○　月　○　日

宮城県仙台市青葉区本町１－２－３

技 術 者 の 氏 名 鈴木　太郎 生 年 月 日 S30.3.3 使用された 　　２　年　４　月から

仙台電話工事　株式会社

証 明 者 代表取締役　鈴木　一郎

被証明者との関係 社員

記

使 用 者 の 商 号
又 は 名 称 仙　台　電　話　工　事　　株式会社 期 間 １５年　１　月まで

発 注 者 名 請負代金の額 職　　　　名 実　務　経　験　の　内　容 実　 務 　経　 験　 年　 数

日本電信電話（株） 164,825千円 現場副所長 　仙台加入者線路設備工事 １１年 ９月から１３年　１月まで

〃 59,356千円 〃 　古川　　　　〃 １３年 ３月から１３年１１月まで

〃 54,600千円 〃 　気仙沼　　　〃 １４年 １月から１４年　５月まで

〃 94,887千円 〃 　柴田通信設備総合工事 １４年 ７月から１５年　１月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

千円 　　年　　月から　　年　　月まで

指 導 監 督 的 実 務 経 験 の 確 認 資 料

　１　実務経験証明期間の常勤を確認できるもの（Ｐ.56-②参照）

　２　実務経験の内容欄に記入した工事についての工事請負契約書等の写

使用者の証明を得ることが
できない場合はその理由 合計　　　満　２　年　１０　月

　１　この証明書は、許可を受けようとする建設業に係る建設工事の種類ごとに、被証明者１人について、証明者別に作成し、請負代金の額が4,500万円

　　以上の建設工事（平成６年12月28日前の建設工事にあつては3,000万円以上のもの、昭和59年10月１日前の建設工事にあつては1,500万円以上のもの）

　　１件ごとに記載すること。

この様式は，実務経験等で特定建設業の専任技術者
又は監理技術者になる場合に必要です。（法第15条 第２
号ロ該当者Ｐ.17参照）

建設工事の設計又は施工の全般について，工事現

場主任又は工事現場監督者のような資格で工事の
技術面を総合的に指導監督した経験のもの。

元請人として直接請け負った

契約の相手方の名称を具体的

に記載する。

完成された工
事のみを記載
する。

１件請負代金が4,500万円（Ｈ6.12.28前
は3,000万円，さらにＳ59.10.1前は1,500
万円）以上の元請工事を１件ごとに記載
する。（消費税含む）

経験の内容が明らか

になるように請負契
約書より具体的な名
称を記載する。

実務経験証明書記載例
（Ｐ.６１）と同様

工事施工期間は重
複しないこと。

各経験年数の始まりの月は

計算しない。

（例）
H11.9～H13.1は１年４カ
月となる。

各工事の期間の合
計を記載し，２年
以上になること。

従事した工事
現場において

就いていた地
位を記載する。
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（新） （旧）



（２１）許可申請者の住所、生年月日等に関する調書〔様式第十二号〕
　　　　　　（当該用紙下段の記載要領を必ずご覧ください。）

記載要領

３　株主等については、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとし、「賞罰」の欄への記載並びに署名及び押印を要しない。

法定代理人の役員等

現 住 所 　　宮城県多賀城市鶴ケ谷１－４－１

氏 名 　　仙　台　　五　郎 生 年 月 日 Ｓ　３５　年 ５　月　 ２２ 日生

様式第十二号（第四条関係） （用紙Ａ４）

許可申請者
法 人 の 役 員 等

の住所、生年月日等に関する調書本 人

法 定 代 理 人

役 名 等 　　取締役（常勤）

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

　　　な　　し
賞

罰

氏　名　 仙　台　　五　郎

１ 「 法 人 の 役 員 等

　上記の通り相違ありません。
　 令和　　○　年　　○　月　　○　日

４　顧問及び相談役については，「賞罰」の欄への記載 を要しない。

５　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

６　様式第７号別紙又は様式第７号の２別紙に記載のある者については、本様式の作成を要しない。

本 人
　については、不要のものを消すこと。

法 定 代 理 人

法定代理人の役員等 」

２　法人である場合においては、法人の役員、顧問、相談役又は総株主の議決権の100分の５以上を有する株主若しくは出資の総額の100分の
　　５以上に相当する出資をしている者（個人であるものに限る。以下「株主等」という。）について記載すること。

法人の場合には，Ｐ.33「役員等の一覧表」〔別紙一〕に
記載した役員全員について作成する。
ただし，様式第七号別紙又は様式第七号の二別紙を提
出した者については，記載不要。

申請時における
職名を記載する。
(例） 代表取締役

取締役
個人は事業主

申請者が法人の場合

個人の場合

常勤・非常勤の別を記載する。

「建設業法施行令第３条に規定する使用人」を
兼ねている場合は，建設業法施行令第３条使用
人の住所，生年月日等に関する調書（様式第十
三号）は省略し，建設業法施行令第３条使用人に
関する内容も，許可申請者の住所，生年月日等
に関する調書（様式第十二号）に記載する。

◎記載前に必ず確認！！
取締役，顧問，相談役，株主，支配人，支店長，個人事業主等が，法第８条の欠格要件に該当していないか，必ず確認すること。

許可後に欠格要件に該当していることが判明した場合は，不正の手段により許可を受けた場合に該当し，建設業許可が取り消さ

れ，その後５年間許可を受けることができなくなる可能性があります。

【法第８条の欠格要件の主な例】 ※必ず法律で詳細を確認すること

○禁錮以上の刑に処せられた者（又は刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者）

※執行猶予が付された場合も該当

○刑法等の罪を犯したことにより罰金刑に処せられた者（又は刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者）
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（２１）許可申請者の住所、生年月日等に関する調書〔様式第十二号〕
　　　　　　（当該用紙下段の記載要領を必ずご覧ください。）

記載要領

３　株主等については、「役名等」の欄には「株主等」と記載することとし、「賞罰」の欄への記載並びに署名及び押印を要しない。

４　顧問及び相談役については，「賞罰」の欄への記載並びに署名及び押印を要しない。

５　「賞罰」の欄は、行政処分等についても記載すること。

６　様式第７号別紙又は様式第７号の２別紙に記載のある者については、本様式の作成を要しない。

本 人
　については、不要のものを消すこと。

法 定 代 理 人

法定代理人の役員等 」

２　法人である場合においては、法人の役員、顧問、相談役又は総株主の議決権の100分の５以上を有する株主若しくは出資の総額の100分の
　　５以上に相当する出資をしている者（個人であるものに限る。以下「株主等」という。）について記載すること。

氏　名　 仙　台　　五　郎 印

１ 「 法 人 の 役 員 等

　上記の通り相違ありません。
　 令和　　○　年　　○　月　　○　日

罰

役 名 等 　　取締役（常勤）

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

　　　な　　し
賞

法定代理人の役員等

現 住 所 　　宮城県多賀城市鶴ケ谷１－４－１

氏 名 　　仙　台　　五　郎 生 年 月 日 Ｓ　３５　年 ５　月　 ２２ 日生

様式第十二号（第四条関係） （用紙Ａ４）

許可申請者
法 人 の 役 員 等

の住所、生年月日等に関する調書本 人

法 定 代 理 人

法人の場合には，Ｐ.33「役員等の一覧表」〔別紙一〕に
記載した役員全員について作成する。
ただし，様式第七号別紙又は様式第七号の二別紙を提
出した者については，記載不要。

建設業の行政処分及び行政罰はもちろんのこと， その
他の賞罰についても記載するものとし，該当 がなければ
「なし」と記載してください。
「賞罰の内容」の欄に具体的な記載が無いまま，後に行
政処分等の事実が確認され，法第８条に該当する場合，
「虚偽申請」となり，建設業許可を取消す場合があります。

代表者であっても代表者印ではなく個人の印鑑
を押印する。
同一姓の場合に同一印は使用しないこと。

申請時における
職名を記載する。
(例） 代表取締役

取締役
個人は事業主

申請者が法人の場合

個人の場合

常勤・非常勤の別を記載する。

「建設業法施行令第３条に規定する使用人」を
兼ねている場合は，建設業法施行令第３条使用
人の住所，生年月日等に関する調書（様式第十
三号）は省略し，建設業法施行令第３条使用人に
関する内容も，許可申請者の住所，生年月日等
に関する調書（様式第十二号）に記載する。
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（２２）建設業法施行令第３条に規定する使用人の住所、生年月日等に関する調書〔様式第十三号〕
　　　　　　（当該用紙下段の記載要領を必ずご覧ください。）

記載要領　「賞罰」の欄には、行政処分等についても記載すること。

氏　名　 馬　場　　仁

　上記の通り相違ありません。

　 令和　　○　年　　○　月　　○　日

罰

職 名 　　古　川　支　店　長

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

　　な　　し
賞

氏 名 　　馬　場　　仁 生 年 月 日 Ｓ　３７ 　年　　　９　月　　１７　日生

営 業 所 名 　　古　川　支　店

様式第十三号（第四条関係） （用紙Ａ４）

建設業法施行令第３条に規定する使用人の住所、生年月日等に関する調書

住 所 　　宮城県栗原市築館藤木５－１

Ｐ.75「建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧表」〔様

式第十一号〕に記載した者全員について作成する。
ただし，役員等を兼ねている者については，許可申請者の調書
をもって，これに替えることができる。

Ｐ.76「許可申請者の住所，生

年月日等に関する調書（様式

第十二号）」の記入例を参照の

こと。

所属する営業所の名称を記入する。

◎記載前に必ず確認！！
取締役，顧問，相談役，株主，支配人，支店長，個人事業主等が，法第８条の欠格要件に該当していないか，必ず確認すること。

許可後に欠格要件に該当していることが判明した場合は，不正の手段により許可を受けた場合に該当し，建設業許可が取り消さ

れ，その後５年間許可を受けることができなくなる可能性があります。

【法第８条の欠格要件の主な例】 ※必ず法律で詳細を確認すること

○禁錮以上の刑に処せられた者（又は刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者）

※執行猶予が付された場合も該当

○刑法等の罪を犯したことにより罰金刑に処せられた者（又は刑の執行を受けることがなくなった日から５年を経過しない者）

○暴力団員（又は暴力団員でなくなった日から五年を経過しない者）
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（２２）建設業法施行令第３条に規定する使用人の住所、生年月日等に関する調書〔様式第十三号〕
　　　　　　（当該用紙下段の記載要領を必ずご覧ください。）

記載要領　「賞罰」の欄には、行政処分等についても記載すること。

氏 名 　　馬　場　　仁 生 年 月 日 Ｓ　３７ 　年　　　９　月　　１７　日生

営 業 所 名 　　古　川　支　店

様式第十三号（第四条関係） （用紙Ａ４）

建設業法施行令第３条に規定する使用人の住所、生年月日等に関する調書

住 所 　　宮城県栗原市築館藤木５－１

職 名 　　古　川　支　店　長

年　　　月　　　日 賞　　　　罰　　　　の　　　　内　　　　容

　　な　　し
賞

罰

氏　名　 馬　場　　仁 印

　上記の通り相違ありません。

　 令和　　○　年　　○　月　　○　日

Ｐ.75「建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧表」〔様

式第十一号〕に記載した者全員について作成する。
ただし，役員等を兼ねている者については，許可申請者の調書
をもって，これに替えることができる。

Ｐ.76「許可申請者の住所，生

年月日等に関する調書（様式

第十二号）」の記入例を参照の

こと。

所属する営業所の名称を記入する。
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許 可 後 の 注 意 事 項

１ 標識の掲示 －法第 40 条－

 建設業者は，その店舗及び現場ごとに公衆の見やすい所に次の標識を必ず掲示しなければなりません。

（１）店舗に掲げる標識

建 設 業 の 許 可 票

商号又は名称

代表者の氏名

一般建設業又は

特定建設業の別

許可を受けた

建 設 業
許 可 番 号 許可年月日

国土交通大臣

   知 事 許可（  ）第   号

国土交通大臣

   知 事 許可（  ）第   号

この店舗で営業

している建設業

（２）建設工事の現場に掲げる標識（元請業者のみ）

建 設 業 の 許 可 票

商号又は名称

代表者の氏名

主任技術者の氏名 専任の有無

資格名 資格者証交付番号

一般建設業又は特定建設業の別

許可を受けた建設業

許可番号 国土交通大臣

   知 事 許可（   ）第    号

許可年月日

＜ 記載要領 ＞

１ 「主任技術者の氏名」の欄は，法第 26 条第 2 項の規定に該当する場合には，「主任技術者の氏名」を

 「監理技術者の氏名」とし，その監理技術者の氏名を記載すること。

２ 「専任の有無」の欄は，法第 26 条第 3 項の規定に該当する場合には，「専任」と記載すること。

３ 「資格名」の欄は，当該主任技術者又は監理技術者が法第 7 条第 2 号ハ又は法第 15 条第 2 号イに該当

 する者である場合に，その者が有する資格等を記載すること。

４ 「資格者証交付番号」の欄は，法第 26 条第 4 項に該当する場合に，当該監理技術者が有する資格者証

 の交付番号を記載すること。

５ 「許可を受けた建設業」の欄には，当該建設工事の現場で行っている建設工事に係る許可を受けた建設

 業を記載すること。

６ 「国土交通大臣，知事」については，不要なものを消すこと。

40ｃｍ 以 上

35
ｃ

ｍ
 
以

 
上

35ｃｍ 以 上

25
ｃ

ｍ
 
以

 
上
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許 可 後 の 注 意 事 項

１ 標識の掲示 －法第 40 条－

 建設業者は，その店舗及び現場ごとに公衆の見やすい所に次の標識を必ず掲示しなければなりません。

（１）店舗に掲げる標識

建 設 業 の 許 可 票

商号又は名称

代表者の氏名

一般建設業又は

特定建設業の別

許可を受けた

建 設 業
許 可 番 号 許可年月日

国土交通大臣

   知 事 許可（  ）第   号

国土交通大臣

   知 事 許可（  ）第   号

この店舗で営業

している建設業

（２）建設工事の現場に掲げる標識

建 設 業 の 許 可 票

商号又は名称

代表者の氏名

主任技術者の氏名 専任の有無

資格名 資格者証交付番号

一般建設業又は特定建設業の別

許可を受けた建設業

許可番号 国土交通大臣

   知 事 許可（   ）第    号

許可年月日

＜ 記載要領 ＞

１ 「主任技術者の氏名」の欄は，法第 26 条第 2 項の規定に該当する場合には，「主任技術者の氏名」を

 「監理技術者の氏名」とし，その監理技術者の氏名を記載すること。

２ 「専任の有無」の欄は，法第 26 条第 3 項の規定に該当する場合には，「専任」と記載すること。

３ 「資格名」の欄は，当該主任技術者又は監理技術者が法第 7 条第 2 号ハ又は法第 15 条第 2 号イに該当

 する者である場合に，その者が有する資格等を記載すること。

４ 「資格者証交付番号」の欄は，法第 26 条第 4 項に該当する場合に，当該監理技術者が有する資格者証

 の交付番号を記載すること。

５ 「許可を受けた建設業」の欄には，当該建設工事の現場で行っている建設工事に係る許可を受けた建設

 業を記載すること。

６ 「国土交通大臣，知事」については，不要なものを消すこと。

40ｃｍ 以 上

35
ｃ

ｍ
 
以

 
上

35ｃｍ 以 上

25
ｃ

ｍ
 
以

 
上
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提 出 部 数

  宮城県知事許可    

＋

 ※行政書士が書類の作成を行った場合は，行政書士の職印が必要です。

             詳しくは，P119 を御確認ください。

＋

受 付 時 間

午前９時００分から午前 11 時３０分まで 

  午後 1時００分から午後４時３０分まで 

（ただし，仙台土木事務所へは午後４時００分までお越しください） 

正  本

1 部

P.101-104 の一覧表に記載し

た必要書類を綴ったもの

写  し

２部（正本のコピーで可）

土木事務所提出分    1 部

本社控分        1 部
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提 出 部 数

  宮城県知事許可    

＋

  国土交通大臣許可

＋

受 付 時 間

午前９時００分から午前 11 時３０分まで 

  午後 1時００分から午後４時３０分まで 

（ただし，仙台土木事務所へは午後４時００分までお越しください） 

正  本

1 部（押印したもの）

P.101-104 の一覧表に記載し

た必要書類を綴ったもの

写  し

本社控分        1 部

正  本

1 部（押印したもの）

必要書類は東北地方整備局へ

ご確認ください

写  し

２部（正本のコピーで可）

土木事務所提出分    1 部

本社控分        1 部
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　変 更 届 記 載 例

（１）変更届出書〔様式第二十二号の二〕
　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

様式第二十二号の二（第八条、第九条関係）

　(1)商号又は名称　(2)営業所の名称、所在地又は業種　(3)資本金額　(4)役員等の氏名　(5)個人業者の氏名
　(6)支配人の氏名　(7)建設業法施行令第３条に規定する使用人 (8)　建設業法第7条第2号　に規定する営業所に置かれる専任の技術者

建設業法第15条第2号
について変更があったので届出をします。

殿

許可年月日

◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】

連絡先

変　更　届　出　書

（第一面）
下記のとおり、

令和　○　年　○　月　○　日

地方整備局長 宮城県仙台市宮城野区港３－８－２０

　　　（　第　一　面　）

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ６

北海道開発局長 センダイ建設　株　式　会　社
宮城県知事 届出者 代表取締役 仙 台 善 夫

項 番

大臣コード
知事

3 5 10 11 13 15

許 可 番 号 ３ ５ 0 1 2 34
国土交通大臣

許可（
般

－ 日
宮城県知事 特

3 5 10

年 0 8 月 2 54 5 号 令和 0 1）第 0

記

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備　　　　　考

0 4 0 4 00 4 0 4 0 4法 人 番 号 ３ ６ 0 4

商　　　号 （株）仙　台　建　設 センダイ建設（株） 26.4.1

営業所の所在地 仙台市青葉区本町３－８－１ 仙台市宮城野区港３－８－２０ 26.4.1

資　本　金 ３５，０００千円 ５０，０００千円 26.4.1

役　　　員 須　藤　　栄　夫 ― 26.4.1 　退　任（技）

― 永　浦　　四　郎 〃 　就　任

仙　台　　太　郎 ― 〃 　辞　任（経）

代表者（申請者） 仙　台　　太　郎 仙　台　　喜　夫 26.4.1

　変更の内容が、次の◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】又は第二面の◎【営業
しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】の各欄に掲げる事項に係る場合には、該当する欄にも変更後の内容
を記入すること。

3 5 10 15 20

ダ イ ケ ン セ ツ商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

３ ７ セ ン

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

ダ イ 建 設 （ 株商 号 又 は 名 称 ３ ８ セ ン ）

23 25 30 35 40

3 5 10 15 20

ダ イ ヨ シ オ代表者又は個人
の氏名のフリガ

３ ９ セ ン

3 5 10

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

４ ０ 仙 台

0 2 都道府県名 宮　城　県 市区町村名 仙台市宮城野区
主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

４ １ 0 4 1

喜 夫

3 5 10 15 20

主たる営業所の
所 在 地

４ ２ 港

23 25 30 35 40

3 － 8 － 2 0

3 5 6 10 15 20

0 1郵 便 番 号 ４ ３ 9 8 1

3 5 10

5 4 － 3 1 3電 話 番 号 0 2 2 － 23 － 0 0

ファックス番号　（０２２）２１１－３２９２

所属等　　　　　総 務 部 氏名　　　　石 崎 花 子 電話番号　　（０２２）２１１－３１１６

0 （千円）
又 は 出 資 総 額

, ,
5 0 0 0資 本 金 額 ４ ４

１６

該当する事項に
○をつける。

変更する事項に
よって添付書類が
異なるので，注意し
てください。
(P.101-104参照）

変更のあった部分
の届出でよい。

代表者(申請人）が
同時に役員を就任
・退任する場合は，
役員の変更も届け
出ること。

変更する部分のみ
記入する。

所在地の変更の
場合は全て記入
する。

どちらか一方の変更の場合
も必ず両方とも記入する。

Ｐ.30の「建設業許可申請書」
の記入例を参照のこと。

就任・退任等の
別，経営業務の
管理責任者(経），
専任技術者(技）
等を記入する。

複数の許可を
受けている場合
は，最も古いも
のを記入する。

固定電話の番号を記
入する（携帯電話の
番号は記入しない）。

0 1

必ず会社等の担当者の
名前を記載する。

登記事項証明書
の事由（退任，辞任，
解任，死亡等）に合
わせて記載する。

変更後の内容
を記載する。
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　変 更 届 記 載 例

（１）変更届出書〔様式第二十二号の二〕
　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

様式第二十二号の二（第八条、第九条関係）

　(1)商号又は名称　(2)営業所の名称、所在地又は業種　(3)資本金額　(4)役員等の氏名　(5)個人業者の氏名
　(6)支配人の氏名　(7)建設業法施行令第３条に規定する使用人 (8)　建設業法第7条第2号　に規定する営業所に置かれる専任の技術者

建設業法第15条第2号
について変更があったので届出をします。

殿

許可年月日

◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】

連絡先

ファックス番号　（０２２）２１１－３２９２

所属等　　　　　総 務 部 氏名　　　　石 崎 花 子 電話番号　　（０２２）２１１－３１１６

0 （千円）
又 は 出 資 総 額

, ,
5 0 0 0資 本 金 額 ４ ４

1

3 5 10

5 4 － 3 1 3電 話 番 号 0 2 2 － 23 － 0 0 0 1郵 便 番 号 ４ ３ 9 8
3 5 6 10 15 20

23 25 30 35 40

3 － 8 － 2 0

10 15 20

主たる営業所の
所 在 地

４ ２ 港

0 2 都道府県名 宮　城　県 市区町村名 仙台市宮城野区
主たる営業所の
所在地市区町村
コ ー ド

3 5

４ １ 0 4 1

喜 夫

3 5

3 5 10

代 表 者 又 は
個 人 の 氏 名

４ ０ 仙 台

ダ イ ヨ シ オ代表者又は個人
の氏名のフリガ

３ ９ セ ン

3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

）ダ イ 建 設 （ 株商 号 又 は 名 称 ３ ８ セ ン
3 5 10 15 20

23 25 30 35 40

ダ イ ケ ン セ ツ商 号 又 は 名 称
の フ リ ガ ナ

３ ７ セ ン

　変更の内容が、次の◎【商号又は名称、代表者又は個人の氏名、主たる営業所の所在地、資本金額等の変更に関する入力事項】又は第二面の◎【営業
しようとする建設業、従たる営業所の所在地の変更、新設、廃止に関する入力事項】の各欄に掲げる事項に係る場合には、該当する欄にも変更後の内容
を記入すること。

3 5 10 15 20

仙　台　　太　郎 ― 〃 　辞　任（経）

代表者（申請者） 仙　台　　太　郎 仙　台　　喜　夫 26.4.1

役　　　員 須　藤　　栄　夫 ― 26.4.1 　退　任（技）

― 永　浦　　四　郎 〃 　就　任

資　本　金 ３５，０００千円 ５０，０００千円 26.4.1

営業所の所在地 仙台市青葉区本町３－８－１ 仙台市宮城野区港３－８－２０ 26.4.1

商　　　号 （株）仙　台　建　設 センダイ建設（株） 26.4.1

記

届　出　事　項 変　　更　　前 変　　更　　後 変更年月日 備　　　　　考

0 4 0 4 00 4 0 4 0 4法 人 番 号 ３ ６ 0 4

日
宮城県知事 特

3 5 10

年 0 8 月 2 54 5 号 令和 0 1）第 0許 可 番 号 ３ ５ 0 1 2 34
国土交通大臣

許可（
般

－

北海道開発局長 センダイ建設　株　式　会　社
宮城県知事 届出者 代表取締役 仙 台 善 夫　　　　　　　　印

項 番

大臣コード
知事

3 5 10 11 13 15

変　更　届　出　書

（第一面）
下記のとおり、

令和　○　年　○　月　○　日

地方整備局長 宮城県仙台市宮城野区港３－８－２０

　　　（　第　一　面　）

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ６

１６

該当する事項に
○をつける。

変更する事項に
よって添付書類が
異なるので，注意し
てください。
(P.101-104参照）

変更のあった部分
の届出でよい。

代表者(申請人）が
同時に役員を就任
・退任する場合は，
役員の変更も届け
出ること。

変更する部分のみ
記入する。

所在地の変更の
場合は全て記入
する。

どちらか一方の変更の場合
も必ず両方とも記入する。

Ｐ.30の「建設業許可申請書」
の記入例を参照のこと。

就任・退任等の
別，経営業務の
管理責任者(経），
専任技術者(技）
等を記入する。

複数の許可を
受けている場合
は，最も古いも
のを記入する。

固定電話の番号を記
入する（携帯電話の
番号は記入しない）。

0 1

必ず会社等の担当者の
名前を記載する。

登記事項証明書
の事由（退任，辞任，
解任，死亡等）に合
わせて記載する。

変更後の内容
を記載する。
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（新） （旧）



（３）届　出　書〔様式第二十二号の三〕
　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

様式第二十二号の三（第十条の二関係）

（１）　建設業法第７条第１号に掲げる

ので届出をします。

殿

許可年月日

元号〔令和R、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和R、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和R、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和R、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

具体的事由

　　　　　　　　　　　　　(４)　建設業法第８条第１号及び第７号から第１３号までに規定する欠格要件に該当するに至つた場合

月 日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

生年月日 年

18

氏 名 ５ ３

3 5 10 13 14 16

日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

生年月日 年

18

氏 名 ５ ３

3 5 10 13 14 16

月

日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類センダイ建設（株）古川支店 　　（園）

生年月日 ｓ 3 7 年 0

18

氏 名 ５ ３ 馬 場 仁

3 5 10 13 14 16

9 月 1 7

　　　　　　　　　　　　　(2)　建設業法第７条第２号又は同法第15条第２号に掲げる基準〔専任の技術者〕を満たさなくなつた場合

　　　　　　　　　　　　　(3)　専任の技術者を削除した場合

年生年月日氏 名 ５ ２ 月 日

0 8 月 2 5 日

記

　　　　　　　　　　　　　(1)　建設業法第７条第１号に掲げる基準〔経営業務の管理責任者等〕を満たさなくなつた場合

3 5 10 13 14 16 18

5 号 令和 0 1 年許 可 番 号 ５ １ 0 4 第 0 1 2 3 4
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
宮城県知事 特

11 13 15

宮 城 県　知事 届 出 者        代表取締役 仙 台 喜 夫

項 番 大臣コード
知事

3 5 10

地方整備局長 宮城県仙台市宮城野区港３－８－２０
北海道開発局長 センダイ建設 株 式 会 社

届　　　　　　　出　　　　　　　書

　　　基準を満たさなくなつた
（２）　建設業法第７条第２号又は同法

下記のとおり、
　　　たさなくなつた
（３）　専任の技術者を削除した

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ８

（４）　欠格要件に該当するに至つた
令和　○　年　○　月　○　日

　　　第１５条第２号に掲げる基準を満

１６

一部廃業等により
専任技術者を削除
する場合
（この場合は廃業
届も同時に提出）

該当するものに
○をつける。

複数の許可を受けて
いる場合は，最も古
いものを記入する。

施行規則第７条第１号
に規定される常勤役員
等がいなくなった場合

専任技術者が１人も
いなくなった場合

廃業となる

0 1
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（３）届　出　書〔様式第二十二号の三〕
　　　　（当該用紙の記載要領を必ずご覧ください。）

様式第二十二号の三（第十条の二関係）

（１）　建設業法第７条第１号に掲げる

ので届出をします。

殿

許可年月日

元号〔令和R、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和R、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和R、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

元号〔令和R、平成Ｈ、昭和Ｓ、大正Ｔ、明治Ｍ〕

具体的事由

　　　　　　　　　　　　　(４)　建設業法第８条第１号及び第７号から第１３号までに規定する欠格要件に該当するに至つた場合

月 日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

生年月日 年

18

氏 名 ５ ３

3 5 10 13 14 16

日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類

生年月日 年

18

氏 名 ５ ３

3 5 10 13 14 16

月

日

営 業 所 の 名 称 建設工事の種類センダイ建設（株）古川支店 　　（園）

生年月日 ｓ 3 7 年 0

18

氏 名 ５ ３ 馬 場 仁

3 5 10 13 14 16

9 月 1 7

　　　　　　　　　　　　　(2)　建設業法第７条第２号又は同法第15条第２号に掲げる基準〔専任の技術者〕を満たさなくなつた場合

　　　　　　　　　　　　　(3)　専任の技術者を削除した場合

年生年月日氏 名 ５ ２ 月 日

0 8 月 2 5 日

記

　　　　　　　　　　　　　(1)　建設業法第７条第１号に掲げる基準〔経営業務の管理責任者等〕を満たさなくなつた場合

3 5 10 13 14 16 18

5 号 令和 0 1 年許 可 番 号 ５ １ 0 4 第 0 1 2 3 4
国土交通大臣

許可（
般

－ ）
宮城県知事 特

11 13 15

宮 城 県　知事 届 出 者 代表取締役 仙 台 喜 夫     　　　　印

項 番 大臣コード
知事

3 5 10

地方整備局長 宮城県仙台市宮城野区港３－８－２０
北海道開発局長 センダイ建設 株 式 会 社

届　　　　　　　出　　　　　　　書

　　　基準を満たさなくなつた
（２）　建設業法第７条第２号又は同法

下記のとおり、
　　　たさなくなつた
（３）　専任の技術者を削除した

（用紙Ａ４）

０ ０ ０ ０ ８

（４）　欠格要件に該当するに至つた
令和　○　年　○　月　○　日

　　　第１５条第２号に掲げる基準を満

１６

一部廃業等により
専任技術者を削除
する場合
（この場合は廃業
届も同時に提出）

該当するものに
○をつける。

複数の許可を受けて
いる場合は，最も古
いものを記入する。

施行規則第７条第１号
に規定される常勤役員
等がいなくなった場合

専任技術者が１人も
いなくなった場合

廃業となる

0 1
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（４）変更届出書
（用紙Ａ４）

○ 年 ○ 月 ○ 日

元 年 8 月 25 日

－ 1 ） 第 号

〒

殿

44 2 年 10 月 1 3 年 9 月 30 日

記

（１２）定款

国土交通大臣
宮 城 県 知 事

般

特
許 可 番 号 許可（ 12345

変　更　届　出　書

令和

許可年月日 令和

法 人 番 号

郵便番号 ９８０－８５７０

届 出 者 所 在 地 宮城県仙台市青葉区本町３－８－１

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

商号又は名称 株式会社　仙 台 建 設

代 表 者 氏 名 代表取締役　仙 台　太 郎

電 話 0 2 2 ( 2 1 1 ) 3 1 1 6

（１）工事経歴書 （８）所得税納付済額証明書

法
人

必ず提出・・・・・・・・・・・・・・・・・（１）（２）（３）（４）（９）

該当する場合のみ提出・・・・・・（５）（６）

東北地方整備局長

宮 城 県 知 事

変更があった場合のみ提出・・（１０）（１１）（１２）（１３）

個
人

必ず提出・・・・・・・・・・・・・・・・・（１）（２）（３）（９）

変更があった場合のみ提出・・（１０）（１１）（１２）（１３）

　事業年度(第 期 令和 日から 令和 まで）

が終了したので，別添のとおり下記の書類を提出します。

（２）工事施工金額 （９）事業税納付済額証明書

（３）貸借対照表及び損益計算書 （１０）使用人数

（４）株主資本等変動計算書及び注記表 （１１） 建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧表

（５）事業報告書

（６）附属明細表 （１３）健康保険等の加入状況

（７）法人税納付済額証明書

課税 免税 報告する事業年度における消費税の課税・免税の別につ
いて該当する方を○で囲む

経営事項審査受審予定 有 無

（該当する方を○で囲む）

記載要領

１　「　国土交通大臣　　「　東北地方整備局長
　　　   宮城県知事　　」　　宮 城 県 知 事　」については，不要のものを消すこと。

２　（１）から（１３）までの事項については，該当するものの番号を○で囲むこと。

（１）～（１２）

の事項につ

いては，該

当するものを

○で囲む。

（６）：資本金

が１億円を

超え，又は

貸借対照表

の負債合計

が２００億円

以上の株式

会社の場合

（５）：特例有

限会社を除

く株式会社

の場合

（７）大臣許可で法人の場合

大臣許可で個人の場合

知事許可の場合

経営事項審査とは，公共工事の入札に参加しようとする建設業者が，経営に関する客観的事項

について受けるべき審査です。

複数の許可を受けている

場合は最も古いものを記

載する。

１３桁

国税庁の法人番号公表サイト

で検索できます。

※個人事業主は記載不要
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（４）変更届出書
（用紙Ａ４）

○ 年 ○ 月 ○ 日

元 年 8 月 25 日

－ 1 ） 第 号

〒

印

殿

44 2 年 10 月 1 3 年 9 月 30 日

記

（１２）定款

国土交通大臣
宮 城 県 知 事

般

特
許 可 番 号 許可（ 12345

変　更　届　出　書

令和

許可年月日 令和

法 人 番 号

郵便番号 ９８０－８５７０

届 出 者 所 在 地 宮城県仙台市青葉区本町３－８－１

〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇〇

商号又は名称 株式会社　仙 台 建 設

代 表 者 氏 名 代表取締役　仙 台　太 郎

電 話 0 2 2 ( 2 1 1 ) 3 1 1 6

（１）工事経歴書 （８）所得税納付済額証明書

法
人

必ず提出・・・・・・・・・・・・・・・・・（１）（２）（３）（４）（９）

該当する場合のみ提出・・・・・・（５）（６）

東北地方整備局長

宮 城 県 知 事

変更があった場合のみ提出・・（１０）（１１）（１２）（１３）

個
人

必ず提出・・・・・・・・・・・・・・・・・（１）（２）（３）（９）

変更があった場合のみ提出・・（１０）（１１）（１２）（１３）

　事業年度(第 期 令和 日から 令和 まで）

が終了したので，別添のとおり下記の書類を提出します。

（２）工事施工金額 （９）事業税納付済額証明書

（３）貸借対照表及び損益計算書 （１０）使用人数

（４）株主資本等変動計算書及び注記表 （１１） 建設業法施行令第３条に規定する使用人の一覧表

（５）事業報告書

（６）附属明細表 （１３）健康保険等の加入状況

（７）法人税納付済額証明書

課税 免税 報告する事業年度における消費税の課税・免税の別につ
いて該当する方を○で囲む

経営事項審査受審予定 有 無

（該当する方を○で囲む）

記載要領

１　「　国土交通大臣　　「　東北地方整備局長
　　　   宮城県知事　　」　　宮 城 県 知 事　」については，不要のものを消すこと。

２　（１）から（１３）までの事項については，該当するものの番号を○で囲むこと。

（１）～（１２）

の事項につ

いては，該

当するものを

○で囲む。

（６）：資本金

が１億円を

超え，又は

貸借対照表

の負債合計

が２００億円

以上の株式

会社の場合

（５）：特例有

限会社を除

く株式会社

の場合

（７）大臣許可で法人の場合

大臣許可で個人の場合

知事許可の場合

経営事項審査とは，公共工事の入札に参加しようとする建設業者が，経営に関する客観的事項

について受けるべき審査です。

複数の許可を受けている

場合は最も古いものを記

載する。

１３桁

国税庁の法人番号公表サイト

で検索できます。

※個人事業主は記載不要
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○ 年 ○ 月 ○ 日

元 年 8 月 25 日

－ 1 ） 第 号

〒

殿

先に提出した書類について下記のとおり訂正がありましたので届け出ます。

記

注:

訂正箇所

営業所の名称

役員○○の住所

土木工事業に計上した工事２件を
とび・土工工事業に計上する

土木工事業及びとび・土工工事業
の施工金額

届出事項 様式番号

営業所の新設 第２２号の２

別紙１

正本１部・写し２部を提出し，正本には訂正前の様式に訂正箇所を朱書きの二重線で
消し，訂正後の文字などを余白に記入し，添付すること。

R1.7.19第３号

代 表 者 氏 名 代表取締役　仙 台　太 郎

東北地方整備局長

宮 城 県 知 事

H31.4.15

0 2 2 ( 2 1 1 ) 3 1 1 6

第２号

R1.6.12

R1.7.19

電 話

届 出 者 所 在 地 宮城県仙台市青葉区本町３－８－１

書類受付年月日

決算変更届
（H30.4.1～H31.3.31）

決算変更届
（H30.4.1～H31.3.31）

役員の変更届

商号又は名称 株式会社　仙 台 建 設

国土交通大臣
宮 城 県 知 事

般

特
許 可 番 号 許可（ 12345

９８０－８５７０郵便番号

法 人 番 号

４　訂正の届出
　既に提出した書類について訂正がある場合には，訂正届出書を使用して差替書類を提出
してください。正・副・控の３部を提出し，正本にのみ訂正前の様式に朱書き訂正したも
のも添付してください。

訂　正　届　出　書

令和

許可年月日 令和

受付印の押印された年月日
事業年度も必ず記載する

訂正箇所が明確に分かるよ

うに記載する
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○ 年 ○ 月 ○ 日

元 年 8 月 25 日

－ 1 ） 第 号

〒

印

殿

先に提出した書類について下記のとおり訂正がありましたので届け出ます。

記

注:

訂正箇所

営業所の名称

役員○○の住所

土木工事業に計上した工事２件を
とび・土工工事業に計上する

土木工事業及びとび・土工工事業
の施工金額

届出事項 様式番号

営業所の新設 第２２号の２

別紙１

正本１部・写し２部を提出し，正本には訂正前の様式に訂正箇所を朱書きの二重線で
消し，訂正後の文字などを余白に記入し，添付すること。

R1.7.19第３号

代 表 者 氏 名 代表取締役　仙 台　太 郎

東北地方整備局長

宮 城 県 知 事

H31.4.15

0 2 2 ( 2 1 1 ) 3 1 1 6

第２号

R1.6.12

R1.7.19

電 話

届 出 者 所 在 地 宮城県仙台市青葉区本町３－８－１

書類受付年月日

決算変更届
（H30.4.1～H31.3.31）

決算変更届
（H30.4.1～H31.3.31）

役員の変更届

商号又は名称 株式会社　仙 台 建 設

国土交通大臣
宮 城 県 知 事

般

特
許 可 番 号 許可（ 12345

９８０－８５７０郵便番号

法 人 番 号

４　訂正の届出
　既に提出した書類について訂正がある場合には，訂正届出書を使用して差替書類を提出
してください。正・副・控の３部を提出し，正本にのみ訂正前の様式に朱書き訂正したも
のも添付してください。

訂　正　届　出　書

令和

許可年月日 令和

受付印の押印された年月日
事業年度も必ず記載する

訂正箇所が明確に分かるよ

うに記載する
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５ 建設業許可証明書

   下記の様式により，それぞれの地域を所管する各土木事務所（Ｐ.24 参照）へ申請してください。

   用紙は各土木事務所及び事業管理課建設業振興・指導班に備えてあります。

   証明手数料 → 証明書１通につき，600 円の宮城県収入証紙を貼付してください。

（用紙Ａ４）

建 設 業 許 可 証 明 願

宮城県知事 村井 嘉浩 殿

令和○年○月○日

住    所  宮城県仙台市青葉区本町３－８－１

商号又は名称  株式会社 仙台建設

代表者役職名  代表取締役 仙台太郎

次のとおり許可されてあることを証明願います。

（   ２  部）

許可年月日  令和 元年 ８月 ２５日

許可番号         許可   －  １  第 １２３４５ 号

県収入証紙貼付欄

願のとおり相違ないので別紙のとおり

証明してよろしいか伺います。

審査

浄書

校合

公印

発送 担当者

宮城県知事
般

特

建証第     号
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５ 建設業許可証明書

   下記の様式により，それぞれの地域を所管する各土木事務所（Ｐ.24 参照）へ申請してください。

（大臣許可は，東北地方整備局建政部建設産業課へ。）郵送による申請は受け付けておりません。

   用紙は各土木事務所及び事業管理課建設業振興・指導班に備えてあります。

   証明手数料 → 証明書１通につき，600 円の宮城県収入証紙を貼付してください。

（用紙Ａ４）

建 設 業 許 可 証 明 願

宮城県知事 村井 嘉浩 殿

令和○年○月○日

住    所  宮城県仙台市青葉区本町３－８－１

商号又は名称  株式会社 仙台建設

代表者役職名  代表取締役 仙台太郎

次のとおり許可されてあることを証明願います。

（   ２  部）

許可年月日  令和 元年 ８月 ２５日

許可番号         許可   －  １  第 １２３４５ 号

県収入証紙貼付欄

願のとおり相違ないので別紙のとおり

証明してよろしいか伺います。

審査

浄書

校合

公印

発送 担当者

宮城県知事
般

特

建証第     号
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建設業許可申請等における行政書士の代理申請について 

令 和 ３ 年 ３ 月

宮城県土木部事業管理課 

建設業許可申請等において，行政書士法に基づく行政書士の代理申請については，下記のとお

り取扱いますので御承知願います。 

記 

 １ 委任状の持参 

  ① 委任状は各申請・届出ごとに作成し，委任状の日付は各申請・届出の日から３か月以内

のものとすること。 

  ② 委任の範囲は具体的に記載すること。 

  ③ 委任状には行政書士の登録番号（行政書士証票の番号）を記載すること。 

  ④ 委任状は窓口での提示ではなく提出すること。 

    ※原本の返却を希望する場合は，原本を提示の上，写しを提出すること。 

２ 申請者の記載 

  ① 申請者，届出者の欄は，誓約書や証明書の類を除き行政書士の記名押印で可とする。  

その際，上段に申請者名（法人である場合には法人名及び代表者名）は必ず記載すること

（押印は不要）。様式ごとの可否は下記のとおりとします。 

  ② 申請書の申請事務担当者の欄には，当該代理申請を行った行政書士の連絡先を必ず記載

すること。 

 ３ 建設業許可申請に係る予約の場合 

   代理人（行政書士，行政書士法人等）が予約による建設業許可申請をする場合は，複数の

申請を行うときも，申請1件（1社）ごとに予約が必要です。 

同一代理人が同一日に同一土木事務所において複数業者の予約による許可申請を行う場合

は，審査日１日につき 3件（3社分）を限度とします。 

   また，予約開始日には多くの予約電話等が見込まれることから，予約開始日のみ同一代理

人が同一土木事務所に予約できる件数は，6件（6社分）までを限度とします。なお，予約開

始日の翌日以降は，予約件数の制限はありません（上記の審査日 1 日につき 3 件（3 社分）

の制限はあり）。 

 ４ 経営事項審査に係る予約の場合 

（１）行政書士の方が代理申請を行う場合，通常の審査会場で申請できる業者数は３業者まで

となります。４業者以上の申請を一度に行う場合は，事業管理課ホームページ掲載の「経

営事項審査スケジュール表（行政書士の方で４件以上の申請を一度に行う場合）」の日程を

電子メール又は往復はがきにより予約して下さい。 

５ 経営規模等評価結果通知書等の発送 

   代理人が経営規模等評価結果通知書等の受領を委任されている場合には，当該代理人あて

に送付しますので，申請時に返信用封筒（代理人の宛名及び裏面に申請者名及び許可番号を

記載）を添付すること。 
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建設業許可申請等における行政書士の代理申請について 

令 和 ２ 年 １ ０ 月

宮城県土木部事業管理課 

建設業許可申請等において，行政書士法に基づく行政書士の代理申請については，下記のとお

り取扱いますので御承知願います。 

記 

 １ 委任状の持参 

  ① 委任状は各申請・届出ごとに作成し，委任状の日付は各申請・届出の日から３か月以内

のものとすること。 

  ② 委任の範囲は具体的に記載すること。 

  ③ 委任状には行政書士の登録番号（行政書士証票の番号）を記載すること。 

  ④ 委任状は窓口での提示ではなく提出すること。 

    ※原本の返却を希望する場合は，原本を提示の上，写しを提出すること。 

  ⑤ 必要に応じて申請者の印鑑証明を添付すること。（初めての申請・届出の際は必ず） 

    ※知事許可の場合では，上記⑤の印鑑証明は不要。大臣許可のみ必要。 

２ 申請者の記載 

  ① 申請者，届出者の欄は，誓約書や証明書の類を除き行政書士の記名押印で可とする。  

その際，上段に申請者名（法人である場合には法人名及び代表者名）は必ず記載すること

（押印は不要）。様式ごとの可否は下記のとおりとします。 

  ② 申請書の申請事務担当者の欄には，当該代理申請を行った行政書士の連絡先を必ず記載

すること。 

 ３ 建設業許可申請に係る予約の場合 

   代理人（行政書士，行政書士法人等）が予約による建設業許可申請をする場合は，複数の

申請を行うときも，申請1件（1社）ごとに予約が必要です。 

同一代理人が同一日に同一土木事務所において複数業者の予約による許可申請を行う場合

は，審査日１日につき 3件（3社分）を限度とします。 

   また，予約開始日には多くの予約電話等が見込まれることから，予約開始日のみ同一代理

人が同一土木事務所に予約できる件数は，6件（6社分）までを限度とします。なお，予約開

始日の翌日以降は，予約件数の制限はありません（上記の審査日 1 日につき 3 件（3 社分）

の制限はあり）。 

 ４ 経営事項審査に係る予約の場合 

（１）行政書士の方が代理申請を行う場合，通常の審査会場で申請できる業者数は３業者まで

となります。４業者以上の申請を一度に行う場合は，事業管理課ホームページ掲載の「経

営事項審査スケジュール表（行政書士の方で４件以上の申請を一度に行う場合）」の日程を

電子メール又は往復はがきにより予約して下さい。 

５ 経営規模等評価結果通知書等の発送 

   代理人が経営規模等評価結果通知書等の受領を委任されている場合には，当該代理人あて

に送付しますので，申請時に返信用封筒（代理人の宛名及び裏面に申請者名及び許可番号を

記載）を添付すること。 
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６ その他 

   行政書士が申請を代行する場合，申請者欄には申請者名のみ記名 し，書類の作成

も行った場合は行政書士法施行規則第９条第２項に基づき，申請書の欄外に書類作成者とし

て行政書士名を記名して押印すること。この場合は委任状の提出を要しないが，自ら代理人

として提出書類の訂正等を行うことは出来ない。 

●代理人の記名押印で可なもの 

 ≪建設業許可，認可及び経営事項審査に関するもの≫ 

・ 建設業許可申請書〔様式第一号〕の申請者の欄 

・ 専任技術者証明書（新規・変更）〔様式第八号〕の申請者・届出者の欄（専任技術者の交代

に伴う削除の場合のみ） 

・ 変更届出書〔様式第二十二号の二〕の届出者の欄 

・ 決算の変更届出書の届出者の欄 

・ 届出書〔様式第二十二号の三〕の届出者の欄 

・ 廃業届〔様式第二十二号の四〕の届出者の欄 

・ 譲渡及び譲受け認可申請書〔様式第二十二号の五〕の申請者欄 

・ 合併認可申請書〔様式第二十二号の七〕の申請者欄 

・ 分割認可申請書〔様式第二十二号の八〕の申請者欄 

・ 相続認可申請書〔様式第二十二号の十〕の申請者欄 

・ 届出書〔様式第二十二号の九〕の届出者の欄 

・ 届出書〔様式第二十二号の十二〕の届出者の欄 

・ 経営規模等評価申請書〔様式第二十五号の十一〕の申請者の欄 

≪解体工事業登録申請に関するもの≫ 

・ 解体工事業登録申請書〔別記様式第１号〕 

・ 解体工事業登録事項変更届出書〔別記様式第６号〕 

≪浄化槽工事業登録に関するもの≫ 

・ 浄化槽工事業登録申請書〔別記様式第１号〕 

・ 浄化槽工事業登録変更事項届出書〔別記様式第７号〕 

・ 特例浄化槽工事業者届出書〔別記様式第１１号〕 

・ 特例浄化槽工事業者届出事項変更届出書〔別記様式第１２号〕 

●代理人の記名押印は不可なもの 

 ≪建設業許可，認可及び経営事項審査に関するもの≫ 

・ 誓約書〔様式第六号〕の申請者の欄 

・ 常勤役員等証明書〔様式第七号〕の証明者の欄 

・ 常勤役員等証明書〔様式第七号〕の申請者の欄 

・ 常勤役員等及び当該常勤等役員等を直接に補佐する者の証明書〔様式第七号の二〕の証明者の欄 

・ 常勤役員等及び当該常勤等役員等を直接に補佐する者の証明書〔様式第七号の二〕の申請者の欄 

・ 健康保険等の加入状況〔様式第七号の三〕の申請者・届出者の欄 

・ 専任技術者証明書（新規・変更）〔様式第八号〕の申請者・届出者の欄（専任技術者の交代

に伴う削除の場合を除く） 

・ 実務経験証明書〔様式第九号〕の証明者の欄 

・ 指導監督的実務経験証明書〔様式第十号〕の証明者の欄 

・ 許可申請者の略歴書〔様式第十二号〕の氏名の欄 

・ 令第３条に規定する使用人の略歴書〔様式第十三号〕の氏名の欄 

・ 誓約書〔様式第二十二号の六〕の申請者の欄 

・ 誓約書〔様式第二十二号の十一〕の申請者の欄 

・ 経営規模等評価申請手数料貼り付け書の申請者の欄 

≪解体工事業登録申請に関するもの≫ 
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６ その他 

   行政書士が申請を代行する場合，申請者欄には申請者名のみ記名及び押印し，書類の作成

も行った場合は行政書士法施行規則第９条第２項に基づき，申請書の欄外に書類作成者とし

て行政書士名を記名して押印すること。この場合は委任状の提出を要しないが，自ら代理人

として提出書類の訂正等を行うことは出来ない。 

●代理人の記名押印で可なもの 

 ≪建設業許可   及び経営事項審査に関するもの≫ 

・ 建設業許可申請書〔様式第一号〕の申請者の欄 

・ 専任技術者証明書（新規・変更）〔様式第八号〕の申請者・届出者の欄（専任技術者の交代

に伴う削除の場合のみ） 

・ 変更届出書〔様式第二十二号の二〕の届出者の欄 

・ 決算の変更届出書の届出者の欄 

・ 届出書〔様式第二十二号の三〕の届出者の欄 

・ 廃業届〔様式第二十二号の四〕の届出者の欄 

・ 経営規模等評価申請書〔様式第二十五号の十一〕の申請者の欄 

≪解体工事業登録申請に関するもの≫ 

・ 解体工事業登録申請書〔別記様式第１号〕 

・ 解体工事業登録事項変更届出書〔別記様式第６号〕 

≪浄化槽工事業登録に関するもの≫ 

・ 浄化槽工事業登録申請書〔別記様式第１号〕 

・ 浄化槽工事業登録変更事項届出書〔別記様式第７号〕 

・ 特例浄化槽工事業者届出書〔別記様式第１１号〕 

・ 特例浄化槽工事業者届出事項変更届出書〔別記様式第１２号〕 

●代理人の記名押印は不可なもの 

 ≪建設業許可   及び経営事項審査に関するもの≫ 

・ 誓約書〔様式第六号〕の申請者の欄 

・ 常勤役員等証明書〔様式第七号〕の証明者の欄 

・ 常勤役員等証明書〔様式第七号〕の申請者の欄 

・ 常勤役員等及び当該常勤等役員等を直接に補佐する者の証明書〔様式第七号の二〕の証明者の欄 

・ 常勤役員等及び当該常勤等役員等を直接に補佐する者の証明書〔様式第七号の二〕の申請者の欄 

・ 健康保険等の加入状況〔様式第七号の三〕の申請者・届出者の欄 

・ 専任技術者証明書（新規・変更）〔様式第八号〕の申請者・届出者の欄（専任技術者の交代

に伴う削除の場合を除く） 

・ 実務経験証明書〔様式第九号〕の証明者の欄 

・ 指導監督的実務経験証明書〔様式第十号〕の証明者の欄 

・ 許可申請者の略歴書〔様式第十二号〕の氏名の欄 

・ 令第３条に規定する使用人の略歴書〔様式第十三号〕の氏名の欄 

・ 経営規模等評価申請手数料貼り付け書の申請者の欄 

≪解体工事業登録申請に関するもの≫ 

-120-

（新） （旧）



・ 誓約書〔別記様式第２号〕 

・ 実務経験証明書〔別記様式第３号〕 

・ 登録申請者の調書〔別記様式第４号〕 

≪浄化槽工事業登録に関するもの≫ 

・ 誓約書〔別記様式第２号〕 

・ 工事業登録申請者の調書〔別記様式第３号〕 

・ 浄化槽設備士の調書〔別記様式第４号〕 

※経営事項審査における経営状況分析申請の代理申請等については，各登録機関にお問合わせ

ください。 

委  任  状（例） 

  私は，次の者を代理人と定め，下記の事項を委任します。 

  （〒○○○－○○○○）仙台市○○○○○○○○○○○○○ 

   電話○○○－○○○－○○○○ FAX○○○－○○○－○○○○ 

     ○○行政書士事務所   行政書士 ○○ ○○ 

                 行政書士番号○○○○○○ 

記 

（例）・建設業許可申請に係る書類の作成及び手続 

   ・建設業許可の決算変更届出書の書類の作成と届出 

   ・廃業届に係る書類の作成及び届出 

   ・経営規模等評価の申請及び総合評定値の請求に係る書類の作成と手続 

       令和  年  月  日 

           所在地（〒   －     ） 

               商号又は名称 

               代 表 者 名                           
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・ 誓約書〔別記様式第２号〕 

・ 実務経験証明書〔別記様式第３号〕 

・ 登録申請者の調書〔別記様式第４号〕 

≪浄化槽工事業登録に関するもの≫ 

・ 誓約書〔別記様式第２号〕 

・ 工事業登録申請者の調書〔別記様式第３号〕 

・ 浄化槽設備士の調書〔別記様式第４号〕 

※経営事項審査における経営状況分析申請の代理申請等については，各登録機関にお問合わせ

ください。 

委  任  状（例） 

  私は，次の者を代理人と定め，下記の事項を委任します。 

  （〒○○○－○○○○）仙台市○○○○○○○○○○○○○ 

   電話○○○－○○○－○○○○ FAX○○○－○○○－○○○○ 

     ○○行政書士事務所   行政書士 ○○ ○○ 

                 行政書士番号○○○○○○ 

記 

（例）・建設業許可申請に係る書類の作成及び手続 

   ・建設業許可の決算変更届出書の書類の作成と届出 

   ・廃業届に係る書類の作成及び届出 

   ・経営規模等評価の申請及び総合評定値の請求に係る書類の作成と手続 

 上記代理委任状に署名捺印してこれを証します。 

       令和  年  月  日 

           所在地（〒   －     ） 

               商号又は名称 

               代 表 者 名                            印
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（新） （旧）


